


育

また、子育てコンシェ

て

ルジュ研修を12回開

支

催することにより子育

援

てコンシェルジュの資

係

質向上を図った。

　子

3

育てコンシェルジュの

2

知名度を上げるととも

2

に、子育てコンシェルジュの配置施設を増加させることにより、さらに

市民の利便性を向上させることが求められる。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ３０年度

成果 相談対応件数（件） ― ― 774 980 1,050
指標
活動 配置施設数（箇所） ― ― 39 42 50
指標

 　　　　　　　　　　 碧南市　安城市　西尾市　知立市　高浜市　刈谷市
他市との 子育てコンシェルジュ配置施設数（施設）　　　-　　　 1　　  -  -  1  39
比較検証  配置人数（人）　　　　　-  1  -  -  2  51

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 4,701 5,240 合計 4,700,800 円
賃金 859,760 円

財
　
源

特定財源 0 0 3,132 3,493 報償費 152,000 円
需用費 20,160 円

一般財源 0 0 1,569 1,747 委託料 3,668,8

Ｄ

80 円

職員人件費　

　

② 0 0 5,688 5,

　

475

総事業費（①＋

　

②） 0 0 10,389

Ｏ

10,715

建
設
事
業

　

全体事業費（単位：千

　

円） 0 ２７年度特定財

∧

源名称

２７年度までの

　

累積事業費 0 子ども・

　

子育て支援交付金（
国

実

）

２９年度以降の事業

　

費見込 0 地域子ども・

　

子育て支援事業
費補助

施

金（県）

　
　
∨

平成２

Ｐ

８

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安全

基本施策

平

次世代育成・子育て支

成

援
施策体系

施策の内容

２

地域における子育て支

７

援

目
　
　
　
的

　子ども

年

やその保護者が多様な

度

教育・保育施

主
た
る
内

評

容

　子育て支援センタ

価

ーなど、子どもやその

）

保
設や地域の子育て支

刈

援事業等を円滑に利用

谷

で 護者の身近な場所に

市

専門職員を配置し、幼

事

稚
きるよう、必要な支

務

援を行う。 園や保育園

事

、地域子育て支援事業

業

等の情報提
供及び、必

評

要に応じ相談・助言等

価

を行うとと
もに、関係

シ

機関との連絡調整を行

ー

う。
　また、幼稚園、

ト

保育園、子育て広場、

（

児童
館、子ども相談セ

様

ンター等に従事する職

式

員も
専門職員とともに

１

利用者の支援を行い、

）

各施
設の連携を強化す

会

る。

位
置
づ
け

関連計画

計

刈谷市子ども・子育て

名

支援事業計画

根拠法令

担

子ども・子育て支援法

当

、刈谷市子育てコンシ

部

ェルジュ事業実施要領

次

対象者 市民 事業期間 平

世

成２７年度 ～

実施方法

代

■直営　■委託　□指

育

定管理　□補助・助成

成

　□その他

部

一般会計
子育て

Ｂ
　
事

コ

　
業
　
実
　
績

２５年度

ン

実績 ２６年度実績 ２７

シ

年度実績 ２８年度計画

ェ

　 　 子育てコンシェル

ル

ジュを配置 子育てコン

ジ

シェルジュを配置
　 　

ュ

し、子どもやその保護

事

者が多 し、子どもやそ

業

の保護者が多
　 　 様な

担

教育・保育施設や地域

当

の 様な教育・保育施設

課

や地域の
　 　 子育て支

子

援事業等を円滑に利 子

育

育て支援事業等を円滑

て

に利
　　　―――――

支

―― 　　　―――――

援

―― 用できるよう支援

課

を実施 用できるよう支

款

援を実施

　市内39か

項

所の子育てに関係する

目

施設に子育てコンシェ

担

ルジュを配置し、身近

当

な施設で子育てコンシ

係

ェルジュに相談でき

成

子

果
る体制を整えた。
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て支援係

3 2 2

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

平

　子ども・子育て支援

成

法に基づく事業であり

２

、市民が多様
・法的業

８

務
高い

な子育て支援サ

年

ービスを効果的・効率

度

的に享受できるよう
必

（

要性 ・市民ニーズ、社

平

会需要 にするため必要

成

な事業である。
・市民

２

生活上必要である　な

７

ど

　拠点施設だけでな

年

く、多岐にわたる子育

度

て支援関係施設
・コス

評

トの節減、費用対効果

価

高い
に本来の職務に兼

）

務する形で子育てコン

刈

シェルジュを配置
効率

谷

性 ・執行体制の効率性

市

することにより、市民

事

が身近に相談できる体

務

制を整えてい
・手段の

事

最適性　など ることか

業

ら効率的な実施である

評

といえる。

　行政、地

価

域、民間事業者の子育

シ

て支援サービスを総合

ー

的
・市が主体となって

ト

実施する
高い

に紹介、

（

コーディネートする事

様

業の趣旨から行政が主

式

体と
妥当性 　べき事業

２

であるか なって実施す

）

べき事業である。
・総

会

合計画との整合性　な

計

ど

　あらゆる子育て支

名

援施策と連携し、各施

担

策の効率的な実

施策へ

当

の ・施策への貢献度
高

部

い
施と事業の周知を兼

次

ねていることから貢献

世

度が高いといえ
・目標

代

達成度 る。
貢献度 ・市

育

民サービスへの効果　

成

など

今後の方向性 ■拡

部

充　□現状維持　□改

一

善・効率化　□縮小　

般

□終期設定　□休止・

会

廃止

　今後も市民が相

計

談しやすい体制整備に

子

努め、子育てコンシェ

育

ルジュを配置する施設

て

を増やすとともに、子

コ

育てコン
シェルジュの

ン

増員及び資質の向上を

シ

図る。

ェルジ

Ｃ

ュ

　
Ｈ

　
Ｅ

　
Ｃ

　

事

Ｋ

　
∧
　
評
　
価
　
∨

業
担当課 子育て支援課

款 項 目 担当係 子育
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目

果
が行われていると評

担

価することができる。

当

　他市での事故を受け

係

、平成23年度末に厚

子

生労働省より援助会員

育

の講習強化について指

て

針が示された中で、本

支

市において

も年3回実

援

施する講習会を強化し

係

、より安全に援助活動

3

できる基盤を整備する

2

ことが急務である。
課

2

題
　並行して、医療機関との連携等を含め、病児・病後児の預かりに関する体制づくりの検討が課題である。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ３０年度

成果 ファミリー・サポート・センター会員数 2,766 2,959 3,165 3,200 3,300
指標 （人）
活動 活動件数（件） 6,098 6,583 7,326 7,500 7,800
指標

　　　　　　　　　　　　碧南市　　安城市　　西尾市　　知立市　　刈谷市
他市との H28.3.31現在会員数（人） 　201　　 　730　　 　929　 　　673　 　3,165  
比較検証 H27年度活動件数（件）　  1,353 　  2,772　 　1,516　   2,096　　 7,326　

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 9,769 9,941 10,560 10,867 合計 10,559,827 円
賃金 7,660,090 円

財
　
源

特定財源 4,879 6,643 7,070 7,186 報償費 116,000 円
旅費 30,140 円

一般財源 4,890 3,298 3,490 3

Ｄ

,681 需用費 187

　

,980 円
役務費 2

　

,338,870 円

　

職員人件費　② 1,7

Ｏ

53 1,767 1,1

　

83 1,445 使用料

　

及び賃借料 172,7

∧

47 円
負担金、補助

　

及び

総事業費（①＋②

　

） 11,522 11,

実

708 11,743 1

　

2,312 交付金 54

　

,000 円

建
設
事
業

施

全体事業費（単位：千

　

円） 0 ２７年度特定財

　

源名称

２７年度までの

∨

累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（
国）

２９年度以降の事業費見込 0 地域子ども・子育て支援事業
費補助金（県）

平成２８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 福祉安

平

全

基本施策 次世代育成

成

・子育て支援
施策体系

２

施策の内容 地域におけ

７

る子育て支援

目
　
　
　

年

的

　育児の援助を行い

度

たい者と育児の援助を

評

受

主
た
る
内
容

　ファミ

価

リー・サポート・セン

）

ター業務専任
けたい者

刈

を組織化し、相互援助

谷

活動を行うこ の臨時職

市

員をアドバイザーとし

事

て雇用し、会
とで、仕

務

事と育児を両立できる

事

環境を整備す 員の登録

業

から援助の資質向上の

評

ための講習会
るととも

価

に、地域の子育て支援

シ

を行い、もっ や子育て

ー

の輪をつくるための交

ト

流会の開催、
て労働者

（

の福祉の増進及び児童

様

の福祉の向上 会報誌の

式

発行などセンターの運

１

営を行う。
を図る。

位

）

置
づ
け

関連計画 刈谷市

会

子ども・子育て支援事

計

業計画

根拠法令 児童福

名

祉法、子ども・子育て

担

支援法、かりやしファ

当

ミリー・サポート・セ

部

ンター会則、実施要領

次

対象者 会員 事業期間 平

世

成１２年度 ～

実施方法

代

■直営　□委託　□指

育

定管理　□補助・助成

成

　□その他

部

一般会計
ファミ

Ｂ
　
事

リ

　
業
　
実
　
績

２５年度

ー

実績 ２６年度実績 ２７

サ

年度実績 ２８年度計画

ポ

ファミリー・サポート

ー

・セン ファミリー・サ

ト

ポート・セン ファミリ

セ

ー・サポート・セン フ

ン

ァミリー・サポート・

タ

セン
ターの運営 ターの

ー

運営 ターの運営 ターの

運

運営
・援助会員養成講

営

座開催　3回・援助会

事

員養成講座開催　3回

業

・援助会員養成講座開

担

催　3回・援助会員養

当

成講座開催　3回
・依

課

頼会員随時受付 ・依頼

子

会員随時受付 ・依頼会

育

員随時受付 ・依頼会員

て

随時受付

　平成12年

支

度の事業開始以来、登

援

録会員、活動件数とも

課

に大幅な伸びを示して

款

おり、市民に認知され

項

地域に根ざした活動

成
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担当係 子育て支援係

3 2 2

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価

平

評価の理由

　児童福祉

成

法及び子ども・子育て

２

支援法に基づく子育て

８

援
・法的業務

高い
助活

年

動支援事業であり、共

度

働き家庭が増えている

（

中で、仕
必要性 ・市民

平

ニーズ、社会需要 事と

成

育児を両立できる環境

２

を整備することは、市

７

民ニーズ
・市民生活上

年

必要である　など に適

度

合している。

　基本的

評

な人件費は、ファミリ

価

ー・サポート・センタ

）

ー事
・コストの節減、

刈

費用対効果
高い

務所に

谷

常駐する臨時職員のア

市

ドバイザーへの賃金の

事

みで、
効率性 ・執行体

務

制の効率性 援助活動に

事

係る報酬については、

業

会員同士の遣り取りに

評

よ
・手段の最適性　な

価

ど り公費負担はないの

シ

で、効率的である。

　

ー

子育て支援策として各

ト

種計画に整合するとと

（

もに、事業
・市が主体

様

となって実施する
普通

式

の必要性が高いことか

２

ら、市が主体となって

）

実施すべきも
妥当性 　

会

べき事業であるか ので

計

あるが、実施方法につ

名

いては、委託といった

担

ことも考
・総合計画と

当

の整合性　など えられ

部

る。

　地域の人材を活

次

用した子育て支援の仕

世

組みであり、貢献

施策

代

への ・施策への貢献度

育

高い
度は非常に高い。

成

・目標達成度
貢献度 ・

部

市民サービスへの効果

一

　など

今後の方向性 ■

般

拡充　□現状維持　□

会

改善・効率化　□縮小

計

　□終期設定　□休止

フ

・廃止

　今後において

ァ

も、ますます共働き家

ミ

庭やひとり親家庭の増

リ

加が見込まれ、仕事と

ー

子育てを両立できる環

サ

境整備は重
要となり、

ポ

地域に潜在する子育て

ー

力を活用した援助会員

ト

の養成及び依頼会員の

セ

募集に努めていくこと

ン

により、事業の
持続、

タ

拡充を図る。

ー運営事

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

業

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

担

価
　
∨

当課 子育て支援課

款 項 目
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当

援センターが23年4

係

月1日、中央子育て支

子

援センターとして移転

育

・開

成果
設したことで

て

、利用者が約3倍に増

支

加し、5年間安定して

援

利用者にご利用いただ

係

いている。

　講座内容

3

の充実等、来館者数を

2

増やすための施設の魅

2

力を高めることが求められる。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ３０年度

成果 来所者数（人） 81,734 86,424 86,014 87,000 88,000
指標

 ―――――――
指標

 
他市との  ―――――――
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 5,581 5,777 6,623 7,778 合計 6,622,688 円
賃金 4,846,340 円

財
　
源

特定財源 3,960 5,258 4,416 5,298 報償費 489,500 円
旅費 18,700 円

一般財源 1,621 519 2,207 2,480 需用費 491,971 円
役務費 595,377 円

職員人件費　② 41,099 39,104 37,840 30,039 委託料 169,200 円
負担金、補助及び

総事業費（①＋②） 46,680 44,881 44,463 37,817 交付金 5,000 円
公課費 6,600 円

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（
国）

２９年度以降の事業費見込 0 地域子ども・

Ｄ

子育て支援事業
費補助

　

金（県）

　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 福祉安全

基

平

本施策 次世代育成・子

成

育て支援
施策体系

施策

２

の内容 地域における子

７

育て支援

目
　
　
　
的

　

年

子育て中の保護者の子

度

育てへの不安感緩和

主

評

た
る
内
容

　地域子育て

価

支援拠点事業（一般型

）

）実施施
を図り、安心

刈

して子育てできる環境

谷

を整備す 設として、乳

市

幼児及びその保護者が

事

相互の交
るとともに、

務

地域の子育て力の充実

事

を図る。 流を行う場所

業

を開設し、子育てにつ

評

いての相
談、情報の提

価

供、助言その他の援助

シ

を行う。
○場所　
　刈

ー

谷市若松町3-8-2

ト

(総合健康センター2

（

F)
○休日
　毎週日曜

様

日、年末年始

位
置
づ
け

式

関連計画 刈谷市子ども

１

・子育て支援事業計画

）

根拠法令 児童福祉法　

会

子ども・子育て支援法

計

　刈谷市子育て支援セ

名

ンター条例

対象者 主に

担

未就園児及びその保護

当

者 事業期間 平成２３年

部

度 ～

実施方法 ■直営　

次

■委託　□指定管理　

世

□補助・助成　□その

代

他

育成部

一般会計
中

Ｂ
　
事
　
業
　
実

央

　
績

２５年度実績 ２６

子

年度実績 ２７年度実績

育

２８年度計画

中央子育

て

て支援センターの運 中

支

央子育て支援センター

援

の運 中央子育て支援セ

セ

ンターの運 中央子育て

ン

支援センターの運
営 営

タ

営 営
・子育て相談 ・子

ー

育て相談 ・子育て相談

運

・子育て相談
・各種教

営

室等の実施 ・各種教室

事

等の実施 ・各種教室等

業

の実施 ・各種教室等の

担

実施
・子育てサークル

当

支援 ・子育てサークル

課

支援 ・子育てサークル

子

支援 ・子育てサークル

育

支援
・子育て支援セン

て

ターだより ・子育て支

支

援センターだより ・子

援

育て支援センターだよ

課

り ・子育て支援センタ

款

ーだより
の発行 の発行

項

の発行 の発行

　青葉福

目

祉センターに併設され

担

ていたあおば子育て支
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係 子育て支援係

3 2 2

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価

平

の理由

　センターの運

成

営については、国の地

２

域子育て支援拠点事
・

８

法的業務
高い

業に基づ

年

き実施しており、乳幼

度

児とその保護者が自由

（

・安
必要性 ・市民ニー

平

ズ、社会需要 全に遊べ

成

、各種子育て講座や教

２

室の開催及び子育てに

７

関す
・市民生活上必要

年

である　など る相談を

度

随時受けるなど、サポ

評

ート体制も充実してお

価

り、
子育て支援のニー

）

ズに適合している。
　

刈

各種子育て講座や教室

谷

において講師を招いて

市

開催してい
・コストの

事

節減、費用対効果
普通

務

るが、多くの親子が毎

事

回参加しており、子育

業

て支援サービ
効率性 ・

評

執行体制の効率性 スと

価

しての効果は高い。
・

シ

手段の最適性　など

　

ー

大規模な行事や各種講

ト

座・教室等を企画・運

（

営するなど
・市が主体

様

となって実施する
高い

式

、子育て支援として基

２

盤となる重要な事業で

）

あり、かつ各
妥当性 　

会

べき事業であるか 種計

計

画に整合する必要度の

名

高いものであることか

担

ら、市が
・総合計画と

当

の整合性　など 主体と

部

なって実施すべき事業

次

である。

　平成23年

世

度開所以来利用者は増

代

え続けており、自由参

育

加

施策への ・施策への

成

貢献度
高い

型のひろば

部

や申込型のサロンなど

一

各種子育て支援の提供

般

も
・目標達成度 充実し

会

ていることから、市民

計

サービスとしての効果

中

は高い
貢献度 ・市民サ

央

ービスへの効果　など

子

。

今後の方向性 ■拡充

育

　□現状維持　□改善

て

・効率化　□縮小　□

支

終期設定　□休止・廃

援

止

　今後も利用者が安

セ

心・快適に利用できる

ン

ようニーズに応じた施

タ

設運営、子育て支援サ

ー

ービスの提供を行うと

運

ともに
、子育てに対し

営

て不安を感じる親への

事

相談受付や支援体制を

業

整えることで、より充

担

実した事業運営を図る

当

。

課 子育

Ｃ
 
　
Ｈ

て

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

支

　
∧
　
評
　
価
　
∨

援課

款 項 目 担当
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1

親同士の会話が楽しく

0

、友達もできた」 

成

4

果
「悩みを聞いてもら

1

い、すっきりした」「ふれあい遊びや手遊びを知ることができた」などの声があり、安心して親子共

に幼稚園に親しんだり、子育ての相談に応じることが出来た。

　多くの方に、この事業をさらに活用してもらえるよう、情報提供の方法について工夫をしていく必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ３０年度

活動 実施回数（回） 352 352 352 352 352
指標
成果 利用者数（人） 6,044 6,425 5,683 6,336 6,600
指標

　未就園児遊びの会（本市では「ほのぼのルーム」）は県内の多くの自治体が実施している。
他市との （全園実施）名古屋市、豊田市、碧南市、西尾市、安城市、新城市、清洲市、知多市、半田市、常滑市
比較検証 （未実施）高浜市

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,234 1,228 1,247 1,280 合計 1,246,744 円
報償費 1,086,750 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 需用費 159,994 円

一般財源 1,234 1,228 1,247 1,280

職員人件費　② 701 704 783 76

Ｄ

0

総事業費（①＋②）

　

1,935 1,932

　

2,030 2,040

　

建
設
事
業

全体事業費（

Ｏ

単位：千円） 0 ２７年

　

度特定財源名称

２７年

　

度までの累積事業費 0

∧

 
 ―――――――

２

　

９年度以降の事業費見

　

込 0

実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

８

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 福祉

（

安全

基本施策 次世代育

平

成・子育て支援
施策体

成

系
施策の内容 保育・幼

２

児教育の充実

目
　
　
　

７

的

　幼稚園が地域の子

年

育て支援センター機能

度

を

主
た
る
内
容

○子育て

評

相談活動
果たすととも

価

に、就園に対する不安

）

を解消す ○親子の遊び

刈

の紹介
るため、施設及

谷

び機能の一部を地域に

市

開放し ○未就園児への

事

遊びの提供
、小学校入

務

学前の子どもとその保

事

護者を対象 ○「ほのぼ

業

のだより」等の子育て

評

資料作成
に、積極的な

価

子育て支援をする。 　

シ

　園開設期日： 各園

ー

2日/月
　相談員等　

ト

： 指導員1名

位
置
づ

（

け

関連計画 刈谷市子ど

様

も・子育て支援事業計

式

画

根拠法令

対象者 小学

１

校入学前の子どもとそ

）

の保護者 事業期間 平成

会

１２年度 ～

実施方法 ■

計

直営　□委託　□指定

名

管理　□補助・助成　

担

□その他

当部 次世代育成部

Ｂ
　
事
　

一

業
　
実
　
績

２５年度実

般

績 ２６年度実績 ２７年

会

度実績 ２８年度計画

全

計

幼稚園16園で実施 全

ほ

幼稚園16園で実施 全

の

幼稚園16園で実施 全

ぼ

幼稚園16園で実施
 

の

       　 　
　

ル

5月から3月までの2

ー

2回実施 　5月から3

ム

月までの22回実施 　

設

5月から3月までの2

置

2回実施 　5月から3

事

月までの22回実施
 

業

   　 　
　のべ利用

担

者数　6,044人 　

当

のべ利用者数　6,4

課

25人 　のべ利用者数

子

　5,683人 　のべ

ど

利用者数　6,336

も

人
（1園1回あたり平

課

均利用者数 （1園1回

款

あたり平均利用者数 （

項

1園1回あたり平均利

目

用者　 （1園1回あた

担

り平均利用者　
　17

当

.0人） 　18.2人

係

） 　数16.1人） 　

幼

数18人）

　参加者か

稚

らは、「幼稚園の雰囲

園

気や園児の生活の様子

係

がよくわかった」「母
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0 4 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　少子化

平

や核家族化等の社会状

成

況の変化に伴い、増大

２

して
・法的業務

高い
い

８

る子育てに対する不安

年

や悩みに対応するため

度

、必要性の
必要性 ・市

（

民ニーズ、社会需要 高

平

い事業である。
・市民

成

生活上必要である　な

２

ど

　指導員は臨時職員

７

で対応するとともに、

年

幼稚園の空き部
・コス

度

トの節減、費用対効果

評

普通
屋を活用して実施

価

することにより、コス

）

ト節減を図ってい
効率

刈

性 ・執行体制の効率性

谷

る。
・手段の最適性　

市

など

　就園前から幼稚

事

園での生活を体験する

務

ことにより、幼稚
・市

事

が主体となって実施す

業

る
高い

園と家庭が連携

評

して幼児を育てていく

価

基盤づくりのため、
妥

シ

当性 　べき事業である

ー

か 市の関与が妥当であ

ト

る。
・総合計画との整

（

合性　など

　成長を喜

様

び合える、地域の子育

式

て支援センター的機能

２

を

施策への ・施策への

）

貢献度
高い

果たすとと

会

もに、就園前の体験入

計

園的に活用することに

名

よ
・目標達成度 り、子

担

どもの成長と子育て支

当

援の充実に貢献してい

部

る。
貢献度 ・市民サー

次

ビスへの効果　など

今

世

後の方向性 □拡充　■

代

現状維持　□改善・効

育

率化　□縮小　□終期

成

設定　□休止・廃止

　

部

今後も引続き事業を継

一

続し、子育ての悩みや

般

問題点を共有し、子ど

会

も達の成長をお互いに

計

見守り、援助していく

ほ

体
制づくりに繋げてい

の

きたい。
　さらに今後

ぼ

、指導員の質の向上、

の

実施回数や時間、事業

ル

の周知方法などを検討

ー

し、地域の子育て支援

ム

機能の強化を
図ってい

設

きたい。

置事業

Ｃ

担

 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 

当

　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　

課

∨

子ども課

款 項 目 担当係 幼稚園係

1
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3

　　刈谷市　
他市との

2

H28.3.31児童

1

相談件数（件） 318(187)　876(539)　361(236)　170(130)  601(458)　
比較検証   ※（　）は相談件数のうち刈谷児童相談センター（県設置、西三河管轄）の件数  

　

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,848 4,845 4,871 5,233 合計 4,871,272 円
賃金 4,853,232 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 旅費 11,640 円
負担金、補助及び

一般財源 4,848 4,845 4,871 5,233 交付金 6,400 円

職員人件費　② 1,052 352 548 456

総事業費（①＋②） 5,900 5,197 5,419 5,689

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0  
 ―――――――

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

８

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 福祉安

（

全

基本施策 次世代育成

平

・子育て支援
施策体系

成

施策の内容 子どもが健

２

やかに育つ環境づくり

７

目
　
　
　
的

　家庭にお

年

ける適正な児童養育そ

度

の他家庭児

主
た
る
内
容

評

　子育て支援課に家庭

価

児童相談室を設置し、

）

童福祉の向上を図る。

刈

児童福祉専門職員とし

谷

て家庭児童相談員を配

市

置することにより、家

事

庭児童の福祉に関する

務

業務のうち、専門的知

事

識・技術を必要とする

業

相談事項について、深

評

度のある指導助言を行

価

う。

位
置
づ
け

関連計画

シ

刈谷市子ども・子育て

ー

支援事業計画

根拠法令

ト

市町村児童家庭相談援

（

助指針

対象者 市民 事業

様

期間 昭和５７年度 ～

実

式

施方法 ■直営　□委託

１

　□指定管理　□補助

）

・助成　□その他

会計名 担当部 次世代

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

育

５年度実績 ２６年度実

成

績 ２７年度実績 ２８年

部

度計画

・児童相談の実

一

施 ・児童相談の実施 ・

般

児童相談の実施 ・児童

会

相談の実施
・主任児童

計

委員・家庭児童相 ・主

家

任児童委員・家庭児童

庭

相 ・主任児童委員・家

児

庭児童相 ・主任児童委

童

員・家庭児童相
　談員

相

連絡会の開催 　談員連

談

絡会の開催 　談員連絡

事

会の開催 　談員連絡会

業

の開催

　児童虐待対応

担

において関係機関と連

当

携を図り適切に対処す

課

ることができた。

成果

子

　年々、増え続ける児

育

童虐待に対し早期に対

て

応していくため、より

支

一層の関係機関との連

援

携強化が必要である。

課

課題

指標名称（単位）

款

実績値 目標値

２５年度

項

２６年度 ２７年度 ２８

目

年度 ３０年度

活動 相談

担

対応件数（件） 95 1

当

31 143 160 18

係

0
指標

 
指標  ―――

児

―――― 
     

童

          

福

      　　　　

祉

碧南市　　安城市  

係

  知立市　　高浜市
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2 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

 家庭児童

平

の福祉に関する相談や

成

援助を行い、指導業務

２

の充
・法的業務

高い
実

８

強化を図り、児童の生

年

活安定に努めるため必

度

要性は非常
必要性 ・市

（

民ニーズ、社会需要 に

平

高い。
・市民生活上必

成

要である　など

 児童

２

相談センター等関係機

７

関と連携を図り効率的

年

に事業を
・コストの節

度

減、費用対効果
普通

実

評

施している。
効率性 ・

価

執行体制の効率性
・手

）

段の最適性　など

 公

刈

的な児童福祉の機関と

谷

して児童相談センター

市

があるが、
・市が主体

事

となって実施する
高い

務

広域をカバーしている

事

ため、きめ細やかな対

業

応に限界があ
妥当性 　

評

べき事業であるか るこ

価

とから、家庭児童相談

シ

員の役割は重要である

ー

。
・総合計画との整合

ト

性　など

　児童虐待の

（

早期発見、早期解決に

様

迅速に取り組み、児童

式

施策への ・施策への貢

２

献度
高い

相談センター

）

等の関係機関との連携

会

を密に取るなど児童虐

計

・目標達成度 待防止に

名

努めている。
貢献度 ・

担

市民サービスへの効果

当

　など

今後の方向性 □

部

拡充　■現状維持　□

次

改善・効率化　□縮小

世

　□終期設定　□休止

代

・廃止

　児童虐待等の

育

相談件数は、年々増加

成

しており、今後も増え

部

続けることが想定され

一

る。相談内容について

般

は児童虐待
以外の相談

会

を受けることも多く、

計

幼稚園や小中学校等か

家

らの相談も多い。
　ま

庭

た、その内容も複雑化

児

しており、相談員には

童

より幅広い知識が求め

相

られる。

談事業

Ｃ

担

 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 

当

　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　

課

∨

子育て支援課

款 項 目 担当係 児童福祉係

3
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2

500 600
指標

   　碧南市　　安城市　　西尾市　　知立市　　高浜市　　刈谷市　　
他市との H28.3.31現在教室数　　　3　　 　　3　　 　　5　　 　　4　 　　  2　 　  　8　　 
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 9,837 10,189 8,376 12,066 合計 8,375,597 円
賃金 5,329,085 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 報償費 3,006,000 円
旅費 550 円

一般財源 9,837 10,189 8,376 12,066 需用費 39,962 円

職員人件費　② 21,531 21,682 20,605 21,369

総事業費（①＋②） 31,368 31,871 28,981 33,435

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0
 ―――――――

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

８

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 福祉安全

基

（

本施策 次世代育成・子

平

育て支援
施策体系

施策

成

の内容 子どもが健やか

２

に育つ環境づくり

目
　

７

　
　
的

　心身等の発達

年

について心配のある児

度

童及び

主
た
る
内
容

○ラ

評

ッコちゃんルーム
その

価

保護者が共に参加する

）

集団療育等により 　発

刈

達について心配のある

谷

幼児を対象に、遊
、基

市

本的な生活習慣の基礎

事

づくりを行うとと びを

務

通して、相談を行う。

事

もに、親子関係等の充

業

実を図る。 ○ことばの

評

相談室
　ことばについ

価

て心配のある幼児を対

シ

象に、
グループ指導ま

ー

たは個別指導を行う。

ト

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

（

市子ども・子育て支援

様

事業計画

根拠法令 刈谷

式

市早期療育事業実施要

１

領

対象者 主たる内容欄

）

参照 事業期間 昭和５７

会

年度 ～

実施方法 ■直営

計

　□委託　□指定管理

名

　□補助・助成　□そ

担

の他

当部 次世代育成部

Ｂ
　
事
　
業
　

一

実
　
績

２５年度実績 ２

般

６年度実績 ２７年度実

会

績 ２８年度計画

・ラッ

計

コちゃんルームの実施

早

・ラッコちゃんルーム

期

の実施 ・ラッコちゃん

療

ルームの実施 ・ラッコ

育

ちゃんルームの実施
・

事

ことばの相談室の実施

業

・ことばの相談室の実

担

施 ・ことばの相談室の

当

実施 ・ことばの相談室

課

の実施

　子育てコンシ

子

ェルジュのネットワー

育

ク会議等で幼稚園や保

て

育園にＰＲし早めの支

支

援につながった。

成果

援

　ラッコちゃんルーム

課

を終了した親子に対し

款

てのフォローについて

項

検討が必要である。

　

目

課題

指標名称（単位）

担

実績値 目標値

２５年度

当

２６年度 ２７年度 ２８

係

年度 ３０年度

活動 ラッ

児

コちゃんルーム利用延

童

べ組数（組） 2,15

福

0 2,996 3,39

祉

6 3,500 3,60

係

0
指標
活動 ことばの相

3

談室利用延べ組数（組

2

） 293 341 461
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Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　発達について

平

心配のある就学前の児

成

童とその保護者に対
・

２

法的業務
高い

し、早期

８

に適切な療育を施し子

年

どもの発達を支援しな

度

くて
必要性 ・市民ニー

（

ズ、社会需要 はならな

平

い。
・市民生活上必要

成

である　など

　事業費

２

はラッコちゃんルーム

７

やこどばの相談室運営

年

のた
・コストの節減、

度

費用対効果
普通

めの人

評

件費であり多くの親子

価

へ支援を行っており効

）

果は高
効率性 ・執行体

刈

制の効率性 い。
・手段

谷

の最適性　など

　今後

市

、発達障害に対する取

事

り組みはますます重要

務

なもの
・市が主体とな

事

って実施する
普通

にな

業

ってくると思われ、市

評

が主体となり今後も事

価

業を充実
妥当性 　べき

シ

事業であるか させてい

ー

かなくてはならない。

ト

・総合計画との整合性

（

　など

　ラッコちゃん

様

ルームやこどばの相談

式

室について利用組数

施

２

策への ・施策への貢献

）

度
高い

の増加も見られ

会

施策への貢献度は高い

計

。
・目標達成度

貢献度

名

・市民サービスへの効

担

果　など

今後の方向性

当

■拡充　□現状維持　

部

□改善・効率化　□縮

次

小　□終期設定　□休

世

止・廃止

　発達障害に

代

対する相談は年々増加

育

しており、本事業の取

成

り組みはますます重要

部

なものとなってくると

一

思われ、今後
も充実さ

般

せていく必要がある。

会計
早期

Ｃ
 
　
Ｈ
 

療

　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　

育

∧
　
評
　
価
　
∨

事業
担当課 子育て支援課

款 項 目 担当係 児童福祉係

3 2 2
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祉

          

係

        　碧

3

南市　　安城市　　西

2

尾市　　知立市　　高

2

浜市　　刈谷市　　豊田市
他市との H28.3.31現在利用人数（人） 　　3　　 　300　　 　 53　　 　217　 　　  5　 　  379　　 1,295  
比較検証 　

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 5,046 5,221 5,227 6,124 合計 5,226,996 円
賃金 3,186,602 円

財
　
源

特定財源 3,610 3,598 3,594 3,622 旅費 8,500 円
需用費 69,440 円

一般財源 1,436 1,623 1,633 2,502 役務費 43,120 円
委託料 1,919,334 円

職員人件費　② 2,455 2,816 2,585 2,053

総事業費（①＋②） 7,501 8,037 7,812 8,177

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（
国）

２９年度以降の事業費見込 0 地域子ども・子育て支援事業
費補助金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ

８

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 福

（

祉安全

基本施策 次世代

平

育成・子育て支援
施策

成

体系
施策の内容 子ども

２

が健やかに育つ環境づ

７

くり

目
　
　
　
的

　保育

年

所等に通う児童が病気

度

または病気の回

主
た
る

評

内
容

　かりがね病児ケ

価

アルームにおいて市内

）

在住
復期にあり、集団

刈

保育が困難で、かつ保

谷

護者 の生後6か月から

市

小学3年生までの子ど

事

もを対
の勤務などの都

務

合により家庭での保育

事

が困難 象に病児・病後

業

児保育を実施する。
な

評

場合に、一時的に預か

価

ることで、保護者の
子

シ

育てと就労との両立を

ー

支援するとともに、
児

ト

童の健全な育成を図る

（

。

位
置
づ
け

関連計画 刈

様

谷市子ども・子育て支

式

援事業計画

根拠法令 病

１

児病後児保育事業実施

）

要綱

対象者 市内在住の

会

生後6か月から小学3

計

年生まで 事業期間 平成

名

１９年度 ～

実施方法 ■

担

直営　■委託　□指定

当

管理　□補助・助成　

部

□その他

次世代育成部

一般

Ｂ
　
事
　

会

業
　
実
　
績

２５年度実

計

績 ２６年度実績 ２７年

病

度実績 ２８年度計画

か

児

りがね病児ケアルーム

・

利用 かりがね病児ケア

病

ルーム利用 かりがね病

後

児ケアルーム利用 かり

児

がね病児ケアルーム利

保

用
人数　173人 人数

育

　189人 人数　17

事

2人 人数　200人

　

業

年々、利用人数が増加

担

していることから保護

当

者ニーズは高まってき

課

ているが、そのニーズ

子

に対しても適切に対応

育

できて

成果
いる。

　本

て

市の地域性や利用者の

支

ニーズ等を勘案し、事

援

業の拡充について検討

課

していく必要がある。

款

課題

指標名称（単位）

項

実績値 目標値

２５年度

目

２６年度 ２７年度 ２８

担

年度 ３０年度

活動 利用

当

人数（親愛の里保育園

係

含む）（人） 173 2

児

87 379 400 45

童

0
指標

 
指標  ―――

福

――――
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係

3 2 2

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　年々

平

、利用人数は増えてお

成

り、保護者ニーズは高

２

いこと
・法的業務

高い

８

から必要性は高い。
必

年

要性 ・市民ニーズ、社

度

会需要
・市民生活上必

（

要である　など

　費用

平

対効果を求めることが

成

厳しい事業ではあるが

２

、保育
・コストの節減

７

、費用対効果
普通

サー

年

ビズの推進に必要な経

度

費であるため、コスト

評

の節減を
効率性 ・執行

価

体制の効率性 図りなが

）

ら効率的な運営に努め

刈

なくてはならない。
・

谷

手段の最適性　など

　

市

保護者の就労形態の多

事

様化に伴い、病児・病

務

後児保育の
・市が主体

事

となって実施する
普通

業

需要は高まっており、

評

保護者が安心して子育

価

てと就労を両
妥当性 　

シ

べき事業であるか 立さ

ー

せることが出来るよう

ト

市が主体となり実施す

（

べきであ
・総合計画と

様

の整合性　など る。

　

式

安心して子育てができ

２

るためのセーフティネ

）

ットとして

施策への ・

会

施策への貢献度
高い

貢

計

献、年々、利用件数は

名

増えている。
・目標達

担

成度
貢献度 ・市民サー

当

ビスへの効果　など

今

部

後の方向性 ■拡充　□

次

現状維持　□改善・効

世

率化　□縮小　□終期

代

設定　□休止・廃止

　

育

本事業はセーフティネ

成

ットとして重要な事業

部

であり、引き続き事業

一

を継続する。

般会計
病

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

児

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

・

価
　
∨

病後児保育事業
担当課 子育て支援課

款 項 目 担当係 児童福祉
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育

る母親のところへ訪問

て

し、傾聴することで育

支

児に対する不安を和ら

援

げるとともに、子育て

係

支

成果
援センター等支

3

援施設の情報を提供し

2

た。

　育児ママ訪問サ

2

ポートの認知度を上げるとともに、積極的な利用勧奨を行い、利用者の増加を図ることが求められる。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ３０年度

活動 訪問回数（回） 106 137 171 200 230
指標

 
指標  ―――――――

　　　　　　　　　碧南市　安城市　西尾市　知立市　刈谷市
他市との 事業実施の有無　　　無　　　無　　　無　　　無　　　有
比較検証 ※愛知県内でも珍しく、実施しているのは知多市と刈谷市のみ。

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 464 594 676 2,009 合計 675,929 円
報償費 581,000 円

財
　
源

特定財源 464 42 424 906 需用費 14,646 円
役務費 80,283 円

一般財源 0 552 252 1,103

職員人件費　② 2,104 1,767 4,121 4,297

総事業費（①＋②） 2,568 2,361 4,797 6,306

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（
国）

２９年度以降の事業費見込 0 地域子ども・子育て

Ｄ

支援事業
費補助金（県

　

）

　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ

８

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安全

基本施策

平

次世代育成・子育て支

成

援
施策体系

施策の内容

２

子どもが健やかに育つ

７

環境づくり

目
　
　
　
的

年

　子育てにおける母親

度

の孤立化を防ぐため、

評

主
た
る
内
容

　乳幼児を

価

育てていて家庭に閉じ

）

こもりがち
支援を必要

刈

とする家庭に訪問員が

谷

出向いて、 な母親を対

市

象に、専門の研修を受

事

けたサポー
「傾聴」や

務

「協働」の活動を通じ

事

て、母親が ターが家庭

業

を訪問し、子育てに関

評

する相談に
心の安定を

価

確保し、子育て支援セ

シ

ンターの活 乗ったり、

ー

一緒に育児や家事を行

ト

うことで、
動や地域の

（

子育て支援活動等につ

様

なげていく 母親の心の

式

安定を図り、社会へ踏

１

み出すきっ
ことにより

）

、子どもの健やかな成

会

長を図る。 かけをつ

計

くる。
  訪問　週1

名

回2時間(上限8回)

担

　利用者負担　無料

位

当

置
づ
け

関連計画 刈谷市

部

子ども・子育て支援事

次

業計画

根拠法令 刈谷市

世

育児ママ訪問サポート

代

事業実施要綱 

対象者

育

未就学児を養育してい

成

る母親 事業期間 平成２

部

４年度 ～

実施方法 ■直

一

営　□委託　□指定管

般

理　□補助・助成　□

会

その他

計
育児ママ訪問サ

Ｂ
　
事
　
業

ポ

　
実
　
績

２５年度実績

ー

２６年度実績 ２７年度

ト

実績 ２８年度計画

・サ

事

ポート依頼者に対し訪

業

問 ・サポート依頼者に

担

対し訪問 ・サポート依

当

頼者に対し訪問 ・サポ

課

ート依頼者に対し訪問

子

員を派遣 員を派遣 員を

育

派遣 員を派遣
・サポー

て

ター養成 ・サポーター

支

養成 ・サポーター養成

援

・サポーター養成
・サ

課

ポーター交流会開催 ・

款

サポーター交流会開催

項

・サポーター交流会開

目

催
・サポート事例検討

担

会開催 ・サポート事例

当

検討会開催 ・サポート

係

事例検討会開催

　育児

子

に対し不安を感じてい
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て支援係

3 2 2

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

平

　核家族化、都市化が

成

進む中で、育児不安を

２

抱える家庭は
・法的業

８

務
普通

今後も増加を続

年

けることが予想される

度

。本事業は訪問員が
必

（

要性 ・市民ニーズ、社

平

会需要 出向き、保護者

成

の孤独を防ぐことで心

２

の安定を図っており
・

７

市民生活上必要である

年

　など 、施設への来所

度

による相談サービスと

評

併せて実施する必要
性

価

がある。
　訪問員は、

）

育児経験のある市民ボ

刈

ランティアであり、経

谷

・コストの節減、費用

市

対効果
高い

費は交通費

事

としての報酬のみで実

務

施していることから、

事

効
効率性 ・執行体制の

業

効率性 率的である。
・

評

手段の最適性　など

　

価

子育て支援施策として

シ

各種計画に整合すると

ー

ともに、事
・市が主体

ト

となって実施する
高い

（

業の必要性は高く、実

様

施方法についても、市

式

が主体となり
妥当性 　

２

べき事業であるか 市民

）

と協働して実施する本

会

事業の実施の妥当性は

計

十分に高
・総合計画と

名

の整合性　など い。

　

担

地域の人材を活用した

当

子育て支援の事業であ

部

り、育児不

施策への ・

次

施策への貢献度
普通

安

世

の解消に効果的な事業

代

である。家庭訪問型と

育

いう形態を
・目標達成

成

度 とることで、外に出

部

られない市民にも利用

一

しやすいサービ
貢献度

般

・市民サービスへの効

会

果　など スを提供して

計

いる。

今後の方向性 ■

育

拡充　□現状維持　□

児

改善・効率化　□縮小

マ

　□終期設定　□休止

マ

・廃止

　育児不安を抱

訪

える家庭は増加傾向に

問

あり、その内容は今後

サ

さらに多様化、複雑化

ポ

していくことが予想さ

ー

れる。さら
に高度な技

ト

術が求められることに

事

対応するため、訪問員

業

のスキルアップを図る

担

とともに、訪問員の増

当

員を図りながら
、市民

課

ニーズに応えていく事

子

が必要である。

育て支援

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 

課

　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評

款

　
価
　
∨

項 目 担当係 子育
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Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 651 657 670 1,096 合計 669,600 円
委託料 669,600 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 651 657 670 1,096

職員人件費　② 351 352 392 380

総事業費（①＋②） 1,002 1,009 1,062 1,476

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0
 ―――――――

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ

２

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

８

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

年

　
業
　
概
　
要

総合計画

度

分野 福祉安全

基本施策

（

次世代育成・子育て支

平

援
施策体系

施策の内容

成

保育・幼児教育の充実

２

目
　
　
　
的

　園児に観

７

劇等を鑑賞させること

年

により、豊

主
た
る
内
容

度

　保育園児を対象にし

評

た人形劇を各保育園で

価

かな感性を培うととも

）

に心豊かな子どもを育

刈

上演する。
てる。

位
置

谷

づ
け

関連計画 刈谷市子

市

ども・子育て支援事業

事

計画

根拠法令

対象者 保

務

育園児 事業期間 ～

実施

事

方法 □直営　■委託　

業

□指定管理　□補助・

評

助成　□その他

価シート （様式１

Ｂ

）

　
事
　
業
　
実
　
績

２５

会

年度実績 ２６年度実績

計

２７年度実績 ２８年度

名

計画

・人形劇上演 ・人

担

形劇上演 ・人形劇上演

当

・人形劇上演
（富士松

部

南保育園始め8園） （

次

富士松南保育園始め8

世

園） （富士松南保育園

代

始め8園） （富士松南

育

保育園始め8園）
 4

成

～6演目から園で選択

部

　4～6演目から園で

一

選択 　「大きなかぶ」

般

「びんぼう 　「大きな

会

かぶ」「びんぼう
　 　

計

神とふくの神」など6

園

演目 　神とふくの神」

児

など6演目　
　より選

観

択 　より選択

　専門家

劇

による人形劇を観劇す

事

ることにより、園児の

業

情操を育てることがで

担

きた。

成果
　毎年新し

当

い人形劇の演目を追加

課

しており、また、複数

子

の演目の中から園が選

ど

択できる方式をとって

も

いるため、園ごとの

特

課

性等を反映させ実施す

款

ることができた。

　情

項

操教育に活かすことが

目

できる新たな魅力を持

担

った内容を検討する必

当

要がある。

課題

指標名

係

称（単位）
実績値 目標

保

値

２５年度 ２６年度 ２

育

７年度 ２８年度 ３０年

園

度

活動 実施回数（回）

係

8 8 8 16 16
指標

3

指標  ―――――――

2

 

他市との  ―――

3

―――― 
比較検証

(保育園）
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Ｃ

　
Ｈ

　
Ｅ

　
Ｃ

　
Ｋ

　
∧
　
評
　
価
　
∨

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　子どもが幼少期に育

平

むべき基礎的な能力で

成

ある感性等を
・法的業

２

務
高い

豊かにし、言語

８

的・情緒的な発展に繋

年

げることができる事
必

度

要性 ・市民ニーズ、社

（

会需要 業であるため、

平

必要性は非常に高い。

成

また、観劇内容を先
・

２

市民生活上必要である

７

　など 生や家族と話す

年

ことでコミュニケーシ

度

ョン能力の向上も図
る

評

ことができ、保護者等

価

からも好評である。
　

）

専門家に委託して実施

刈

することで、運営の効

谷

率化や演目
・コストの

市

節減、費用対効果
普通

事

内容の充実化を図るこ

務

とができている。毎年

事

、複数の演目
効率性 ・

業

執行体制の効率性 から

評

それぞれの園が選択で

価

きるものであるため、

シ

園ごとの
・手段の最適

ー

性　など 特性等を反映

ト

させ効果的に実施する

（

ことができている。

　

様

観劇体験を通して園児

式

の豊かな感性等を育む

２

ことによっ
・市が主体

）

となって実施する
高い

会

て、市が重点を置いて

計

いる「生きる力の育成

名

」に繋がるた
妥当性 　

担

べき事業であるか め、

当

市が主体となり実施し

部

ていくことが妥当であ

次

るといえ
・総合計画と

世

の整合性　など る。

　

代

子ども達はコミュニケ

育

ーション能力や思考力

成

、判断力、

施策への ・

部

施策への貢献度
高い

表

一

現力などが身に付き、

般

また、観劇という普段

会

とは違った
・目標達成

計

度 企画を加えることで

園

、通常の保育にも良い

児

相乗効果が生ま
貢献度

観

・市民サービスへの効

劇

果　など れるため、保

事

育・幼児教育の充実に

業

貢献しているといえる

担

。

今後の方向性 □拡充

当

　■現状維持　□改善

課

・効率化　□縮小　□

子

終期設定　□休止・廃

ど

止

　子どもが幼少期に

も

育むべき基礎的な能力

課

である感性等を豊かに

款

し、言語的・情緒的な

項

発展に繋げていくこと

目

ができ
る事業である。

担

そのためにも、社会情

当

勢の変化によりデジタ

係

ル化やアニメーション

保

志向の高まり等はある

育

ものの、昔
から親しま

園

れてきている人形劇と

係

いう形に意義があると

3

考え、引き続き、常に

2

子ども達にとってより

3

有効な内容を検
討しつつ、本事業を実施していく。
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Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,565 1,629 1,646 2,559 合計 1,645,920 円
委託料 1,645,920 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 1,565 1,629 1,646 2,559

職員人件費　② 351 352 392 380

総事業費（①＋②） 1,916 1,981 2,038 2,939

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0
 ―――――――

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

８

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 福祉安全

基本施

（

策 次世代育成・子育て

平

支援
施策体系

施策の内

成

容 保育・幼児教育の充

２

実

目
　
　
　
的

　園児に

７

観劇等を鑑賞させるこ

年

とにより、豊

主
た
る
内

度

容

　幼稚園児を対象に

評

した人形劇を各幼稚園

価

で
かな感性を培うとと

）

もに心豊かな子どもを

刈

育 上演する。
てる。

位

谷

置
づ
け

関連計画 刈谷市

市

子ども・子育て支援事

事

業計画

根拠法令

対象者

務

幼稚園児 事業期間 ～

実

事

施方法 □直営　■委託

業

　□指定管理　□補助

評

・助成　□その他

価シート （様式１）

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

会

５年度実績 ２６年度実

計

績 ２７年度実績 ２８年

名

度計画

・人形劇公演 ・

担

人形劇公演 ・人形劇公

当

演 ・人形劇公演
（刈谷

部

幼稚園始め16園） （

次

刈谷幼稚園始め16園

世

） （刈谷幼稚園始め1

代

6園） （刈谷幼稚園始

育

め16園）
　4～6演

成

目から園で選択 　4～

部

6演目から園で選択 　

一

「おおきなかぶ」「び

般

んぼ 　「おおきなかぶ

会

」「びんぼ
　う神とふ

計

くの神」など6演目　

園

う神とふくの神」など

児

6演目
　より選択 　よ

観

り選択

　専門家による

劇

人形劇を観劇すること

事

により、園児の情操を

業

育てることができた。

担

成果
　毎年新しい人形

当

劇の演目を追加してお

課

り、また、複数の演目

子

の中から園が選択でき

ど

る方式をとっているた

も

め、園ごとの

特性等を

課

反映させ実施ることが

款

できた。

　情操教育に

項

活かすことができる新

目

たな魅力を持った内容

担

を検討する必要がある

当

。

課題

指標名称（単位

係

）
実績値 目標値

２５年

幼

度 ２６年度 ２７年度 ２

稚

８年度 ３０年度

活動 実

園

施回数（回） 16 16

係

16 32 32
指標

指

1

標  ――――――― 

0

他市との  ――――

4

――― 
比較検証

1

(幼稚園）
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Ｃ

　
Ｈ

　
Ｅ

　
Ｃ

　
Ｋ

　
∧
　
評
　
価
　
∨

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　子どもが幼少期に

平

育むべき基礎的な能力

成

である感性等を
・法的

２

業務
高い

豊かにし、言

８

語的・情緒的な発展に

年

繋げることができる事

度

必要性 ・市民ニーズ、

（

社会需要 業であるため

平

、必要性は非常に高い

成

。また、観劇内容を先

２

・市民生活上必要であ

７

る　など 生や家族と話

年

すことでコミュニケー

度

ション能力の向上も図

評

ることができ、保護者

価

等からも好評である。

）

　専門家に委託して実

刈

施することで、運営の

谷

効率化や演目
・コスト

市

の節減、費用対効果
普

事

通
内容の充実化を図る

務

ことができている。毎

事

年、複数の演目
効率性

業

・執行体制の効率性 か

評

らそれぞれの園が選択

価

できるものであるため

シ

、園ごとの
・手段の最

ー

適性　など 特性等を反

ト

映させ効果的に実施す

（

ることができている。

様

　観劇体験を通して園

式

児の豊かな感性等を育

２

むことによっ
・市が主

）

体となって実施する
高

会

い
て、市が重点を置い

計

ている「生きる力の育

名

成」に繋がるた
妥当性

担

　べき事業であるか め

当

、市が主体となり実施

部

していくことが妥当で

次

あるといえ
・総合計画

世

との整合性　など る。

代

　子ども達はコミュニ

育

ケーション能力や思考

成

力、判断力、

施策への

部

・施策への貢献度
高い

一

表現力などが身に付き

般

、また、観劇という普

会

段とは違った
・目標達

計

成度 企画を加えること

園

で、通常の幼児教育に

児

も良い相乗効果が
貢献

観

度 ・市民サービスへの

劇

効果　など 生まれるた

事

め、幼児教育の充実に

業

貢献しているといえる

担

。

今後の方向性 □拡充

当

　■現状維持　□改善

課

・効率化　□縮小　□

子

終期設定　□休止・廃

ど

止

　子どもが幼少期に

も

育むべき基礎的な能力

課

である感性等を豊かに

款

し、言語的・情緒的な

項

発展に繋げていくこと

目

ができ
る事業である。

担

そのためにも、社会情

当

勢の変化によりデジタ

係

ル化やアニメーション

幼

志向の高まり等はある

稚

ものの、昔
から親しま

園

れてきている人形劇と

係

いう形に意義があると

1

考え、引き続き、常に

0

子ども達にとってより

4

有効な内容を検
討しつ

1

つ、本事業を実施していく。
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2

見てもらえるため、保

3

育指導への効果が大きく、保護者への相談に柔軟に対応し

ているが、相談希望者が増加し一人にかかる時間も増えているため、継続的観察回数を増やす必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ３０年度

活動 年間訪問回数（回） 51 58 65 65 70
指標
活動 相談件数（件） 247 249 253 260 260
指標

　近隣市においても、臨床心理士等に指導を仰ぎ実施しているが、回数や時間数はばらつきがある。今後も
他市との より一層の充実を図る必要がある。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,513 1,658 1,859 1,925 合計 1,859,000 円
報償費 1,859,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 1,513 1,658 1,859 1,925

職員人件費　② 1,403 1,408 1,567 1,521

総事業費（①＋②） 2,916 3,066 3,426 3,446

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0
 ―――――――

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

８

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 福祉安全

（

基本施策 次世代育成・

平

子育て支援
施策体系

施

成

策の内容 保育・幼児教

２

育の充実

目
　
　
　
的

　

７

臨床心理士が、保育カ

年

ウンセラーとして保

主

度

た
る
内
容

　保育カウン

評

セラーが市内全保育園

価

を年5回巡
護者等の子

）

育てに関する相談につ

刈

いて、専門 回し、発達

谷

障害や子どもの育児に

市

悩む保護者
的な立場か

事

ら指導を行い、育児不

務

安を解消し や保育士等

事

の相談に対応する。
た

業

り、保育士の保育指導

評

に生かしたりして、
育

価

児支援の充実を図る。

シ

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

ー

市子ども・子育て支援

ト

事業計画

根拠法令

対象

（

者 保護者、保育園保育

様

士 事業期間 平成１９年

式

度 ～

実施方法 ■直営　

１

□委託　□指定管理　

）

□補助・助成　□その

会

他

計名 担当部 次世代

Ｂ
　
事
　
業
　
実

育

　
績

２５年度実績 ２６

成

年度実績 ２７年度実績

部

２８年度計画

・訪問回

一

数　 51回 ・訪問回

般

数　 58回 ・訪問回

会

数　 65回 ・訪問回

計

数　 65回
・相談件

保

数　247件 ・相談件

育

数　249件 ・相談件

カ

数　253件 ・相談件

ウ

数　260件
 　う

ン

ち保護者 47件  

セ

　うち保護者 40件

ラ

 　うち保護者 3

ー

0件  　うち保護者

事

 30件
　　　　保育

業

士200件　 　　　　

担

保育士209件　 　　

当

　　保育士223件　

課

　　　　保育士230

子

件　

　年々、気になる

ど

子や障害児は増えてお

も

り、カウンセリングを

課

受けることで、保育指

款

導の充実は図れており

項

、実施回数も

成果
増や

目

すことができた。

　各

担

園の訪問回数を確保す

当

ることで、継続観察が

係

必要な子に時間をかけ

保

て指導がもらえ、また

育

、保護者からの相談も

園

以前

に比べ増加してい

係

る。

　臨床心理士から

3

専門的立場で子どもを

(保育園）
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3

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　発達障害な

平

ど子どもの育児に悩む

成

保護者や保育士からの

２

・法的業務
高い

相談件

８

数は多く、引き続き需

年

要は高いと考えられる

度

。
必要性 ・市民ニーズ

（

、社会需要
・市民生活

平

上必要である　など

　

成

相談希望者数に加え、

２

相談時間も増加してい

７

るニーズに
・コストの

年

節減、費用対効果
普通

度

応えつつ、効率的な体

評

制を検討していく必要

価

がある。
効率性 ・執行

）

体制の効率性
・手段の

刈

最適性　など

　適切に

谷

保育カウンセラーを巡

市

回する配置などは市が

事

主体
・市が主体となっ

務

て実施する
高い

となっ

事

て実施すべきである。

業

また、保育士の資質向

評

上など
妥当性 　べき事

価

業であるか 総合計画に

シ

位置付けられた取組で

ー

ある。
・総合計画との

ト

整合性　など

　保護者

（

の育児不安の解消や、

様

保育士の資質の向上な

式

どに

施策への ・施策へ

２

の貢献度
高い

効果的な

）

事業であり、実際に大

会

変参考になっていると

計

の声
・目標達成度 もあ

名

る。
貢献度 ・市民サー

担

ビスへの効果　など

今

当

後の方向性 □拡充　■

部

現状維持　□改善・効

次

率化　□縮小　□終期

世

設定　□休止・廃止

　

代

継続観察が必要な子に

育

対しての対応など検討

成

しながら、効果的な事

部

業であることから継続

一

的に実施していく。

般会計
保

Ｃ

　
Ｈ

　

育

Ｅ

　
Ｃ

　
Ｋ

　
∧

カ

　
評
　
価
　
∨

ウンセラー事業
担当課 子ども課

款 項 目 担当係 保育園係

3 2
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0

効果が上がっているが

4

、相談したい対象園児

1

の増加により、十分な

時間がない状況である。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ３０年度

活動 年間訪問回数（回） 80 80 80 80 96
指標
活動 相談件数（件） 275 286 244 250 260
指標

　近隣市においても、臨床心理士等に指導を仰ぎ実施しているが、回数や時間数はばらつきがある。今後も
他市との より一層の充実を図る必要がある。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,200 2,173 2,200 2,200 合計 2,200,000 円
報償費 2,200,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 2,200 2,173 2,200 2,200

職員人件費　② 1,403 704 783 760

総事業費（①＋②） 3,603 2,877 2,983 2,960

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0
 ―――――――

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

８

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 福祉安

（

全

基本施策 次世代育成

平

・子育て支援
施策体系

成

施策の内容 保育・幼児

２

教育の充実

目
　
　
　
的

７

　臨床心理士が、保育

年

カウンセラーとして保

度

主
た
る
内
容

　臨床心理

評

士の巡回指導を各幼稚

価

園で年5回開
護者等の

）

子育てに関する相談に

刈

ついて、専門 催し、発

谷

達障害や子どもの育児

市

に悩む保護者
的な立場

事

から指導を行い、育児

務

不安を解消し や教諭等

事

の相談に対応する。
た

業

り、教諭の保育指導に

評

活かし育児支援を行
う

価

。

位
置
づ
け

関連計画 刈

シ

谷市子ども・子育て支

ー

援事業計画

根拠法令

対

ト

象者 保護者　幼稚園教

（

諭 事業期間 平成１９年

様

度 ～

実施方法 ■直営　

式

□委託　□指定管理　

１

□補助・助成　□その

）

他

会計名 担当部 次世

Ｂ
　
事
　
業
　
実

代

　
績

２５年度実績 ２６

育

年度実績 ２７年度実績

成

２８年度計画

・訪問回

部

数 　80回 ・訪問回

一

数 　80回 ・訪問回

般

数 　80回 ・訪問回

会

数　 80回
・相談件

計

数　275件 ・相談件

保

数　286件 ・相談件

育

数　244件 ・相談件

カ

数　250件
 　う

ウ

ち保護者 49件  

ン

　うち保護者 41件

セ

 　うち保護者 2

ラ

5件  　うち保護者

ー

 30件
　　　　教諭

事

　226件　 　　　　

業

教諭　245件　 　　

担

　　教諭　219件　

当

　　　　教諭　220

課

件　

　年間1園あたり

子

5回になったことで、

ど

相談件数が増えたり、

も

1事例について、ゆっ

課

くりと充実した検討会

款

になった。

成果
　継続

項

的に指導を受けている

目

ので、保育指導の改善

担

に結びついた。

　子育

当

てに手がかかる子ども

係

の対応に専門的な見地

幼

から相談に応じてもら

稚

え、保護者から大変喜

園

ばれている。

　幼稚園

係

での具体的な場面での

1

対応の指導は、非常に

(幼稚園）
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4 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　発達障害

平

など子どもの育児に悩

成

む保護者や教諭からの

２

相
・法的業務

高い
談件

８

数は多く、引き続き需

年

要は高いと考えられる

度

。
必要性 ・市民ニーズ

（

、社会需要
・市民生活

平

上必要である　など

　

成

相談希望者数に加え、

２

相談時間も増加してい

７

るニーズに
・コストの

年

節減、費用対効果
普通

度

応えつつ、効率的な体

評

制を検討していく必要

価

がある。
効率性 ・執行

）

体制の効率性
・手段の

刈

最適性　など

　適切に

谷

保育カウンセラーを巡

市

回する配置などは市が

事

主体
・市が主体となっ

務

て実施する
高い

となっ

事

て実施すべきである。

業

また、教諭の資質向上

評

など総
妥当性 　べき事

価

業であるか 合計画に位

シ

置付けられた取組であ

ー

る。
・総合計画との整

ト

合性　など

　保護者の

（

育児不安の解消や、教

様

諭の資質の向上などに

式

効

施策への ・施策への

２

貢献度
高い

果的な事業

）

であり、実際に大変参

会

考になっているとの声

計

も
・目標達成度 ある。

名

貢献度 ・市民サービス

担

への効果　など

今後の

当

方向性 □拡充　■現状

部

維持　□改善・効率化

次

　□縮小　□終期設定

世

　□休止・廃止

　継続

代

観察が必要な子に対し

育

ての対応など検討しな

成

がら、効果的な事業で

部

あることから継続的に

一

実施していく。

般会計
保

Ｃ

　
Ｈ

　
Ｅ

育

　
Ｃ

　
Ｋ

　
∧
　
評

カ

　
価
　
∨

ウンセラー事業
担当課 子ども課

款 項 目 担当係 幼稚園係

10
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己の立場を自覚し現場に活かせている。

　平成26年度は、研修内容を即実践に活かせるものや、園で行うことで多くの職員が参加しやすいことに努めてきた。今

後も保育士研修計画に基づき、保育士の資質向上を目指しながらも、研修が保育士の負担にならず学ぶ意欲につながるよ
課題

うにしていくため、研修の形態及び内容や講師の選択等を考えていきたい。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ３０年度

活動 保育士研修を受講した保育士の割合（％） 96.9 98.0 96.2 100.0 100.0
指標

 
指標  ――――――― 

 
他市との  ―――――――　
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,505 1,520 2,705 3,688 合計 2,704,500 円
報償費 1,858,250 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 旅費 498,250 円
委託料 282,000 円

一般財源 1,505 1,520 2,705 3,688 負担金、補助及び
交付金 66,000 円

職員人件費　② 1,052 1,056 1,17

Ｄ

5 1,141

総事業費

　

（①＋②） 2,557

　

2,576 3,880

　

4,829

建
設
事
業

全

Ｏ

体事業費（単位：千円

　

） 0 ２７年度特定財源

　

名称

２７年度までの累

∧

積事業費 0  
 ―――

　

――――

２９年度以降

　

の事業費見込 0

実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

８

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 福祉安全

基本施

（

策 次世代育成・子育て

平

支援
施策体系

施策の内

成

容 保育・幼児教育の充

２

実

目
　
　
　
的

　研修計

７

画に基づき、実践に活

年

かしていける

主
た
る
内

度

容

　各種研修会を開催

評

するとともに、県・外

価

郭
研修や保護者支援、

）

子育て支援につながる

刈

研 団体が行う研修会に

谷

参加する。
修を取り入

市

れて実施することによ

事

り、保育内 ○各種研修

務

会
容の充実と質の向上

事

を図る。 　・保育指導

業

研修
　・保育実技研修

評

　・園長、主任研修
○

価

研修旅費
　・研究大会

シ

　・中堅保育士研修
　

ー

・新任職員セミナー 

ト

等

位
置
づ
け

関連計画 刈

（

谷市子ども・子育て支

様

援事業計画

根拠法令

対

式

象者 保育園保育士 事業

１

期間 ～

実施方法 ■直営

）

　■委託　□指定管理

会

　□補助・助成　□そ

計

の他

名 担当部 次世代育

Ｂ
　
事
　
業
　

成

実
　
績

２５年度実績 ２

部

６年度実績 ２７年度実

一

績 ２８年度計画

・保育

般

士職員研修　 ・保育士

会

職員研修　 ・保育士職

計

員研修　 ・保育士職員

保

研修　
 25回　35

育

8人  63回　680

士

人  53回　1,09

研

9人  45回　660

修

人
・保育士・教諭合同

事

研修 ・保育士・教諭合

業

同研修 ・保育士・教諭

担

合同研修 ・保育士・教

当

諭合同研修
  9回　

課

146人  12回　1

子

30人  11回　64

ど

8人  11回　150

も

人
・愛知県現任保育士

課

研修 ・愛知県現任保育

款

士研修 ・愛知県現任保

項

育士研修 ・愛知県現任

目

保育士研修
  4回　

担

 11人   4回　 

当

10人   4回　 8

係

人   4回　 9人

　

保

研修を精選し、保育に

育

即活かせる研修として

園

園で行う実技研修や、

係

公開保育のある研修に

3

参加することができた

2

。また

成果
、階級に応

3

じた研修を受けることで、保育園における自
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Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　保育内容の充実と

平

質の向上のために必要

成

性の高い事業で
・法的

２

業務
高い

ある。
必要性

８

・市民ニーズ、社会需

年

要
・市民生活上必要で

度

ある　など

　実践に即

（

活かしていける研修と

平

して今後も計画的に進

成

め
・コストの節減、費

２

用対効果
普通

る必要が

７

ある。
効率性 ・執行体

年

制の効率性
・手段の最

度

適性　など

　保育の専

評

門知識や保育技術を習

価

得し、公立保育園の保

）

育
・市が主体となって

刈

実施する
高い

士の資質

谷

向上を図るため、市の

市

関与が妥当である。
妥

事

当性 　べき事業である

務

か
・総合計画との整合

事

性　など

　保育士の人

業

間性と専門性の向上に

評

より、子どもの保育、

価

施策への ・施策への貢

シ

献度
高い

教育に貢献し

ー

ている。
・目標達成度

ト

貢献度 ・市民サービス

（

への効果　など

今後の

様

方向性 □拡充　■現状

式

維持　□改善・効率化

２

　□縮小　□終期設定

）

　□休止・廃止

　社会

会

の動向とともに保育所

計

のニーズや役割がます

名

ます高まる中、国にお

担

いては「子ども･子育

当

て支援新制度」の構築

部

がなされ、幼児期の保

次

育・教育の一体化が求

世

められており、保育士

代

にはより一層の専門的

育

な役割と責務が課せら

成

れて
いる。そのため保

部

育士には研修を受け質

一

の向上も求められてい

般

る。
　この事業は、保

会

育内容の充実と質の向

計

上を目的に、毎年研修

保

計画に基づき実施して

育

おり、実践に活かして

士

いける研
修や保護者支

研

援、子育て支援につな

修

がる研修を取り入れて

事

実施している。
　今後

業

も地域とともに育ち合

担

う保育所の中心的な役

当

割を目指して、その役

課

割を担う保育士の人間

子

性、専門性を高める
研

ど

修の充実を図る。

も課

款 項

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ

目

 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　

担

評
　
価
　
∨

当係 保育園係

3 2 3
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0

研修の内容を検討する

4

必要がある。
課題

指標

1

名称（単位）
実績値 目標値

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ３０年度

活動 教職員研修を受講した教員の割合(％) 70.0 87.0 90.0 100 100
指標

 
指標  ――――――― 

 
他市との  ――――――― 
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 744 823 884 1,617 合計 884,054 円
報償費 75,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 旅費 583,054 円
負担金、補助及び

一般財源 744 823 884 1,617 交付金 226,000 円

職員人件費　② 701 704 2,350 2,281

総事業費（①＋②） 1,445 1,527 3,234 3,898

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0  
 ―――――――

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

８

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 福祉安

（

全

基本施策 次世代育成

平

・子育て支援
施策体系

成

施策の内容 保育・幼児

２

教育の充実

目
　
　
　
的

７

　研修計画に基づき、

年

研修会の開催及び各種

度

主
た
る
内
容

　各種研修

評

会を開催するとともに

価

、県・外郭
の幼児教育

）

研修会に参加すること

刈

で、保育内 団体が行う

谷

研修会に参加する。
容

市

の充実と教諭の資質向

事

上を図る。 ○各種研修

務

会
　・5年目教員研修

事

　・保育技術向上研修

業

　・園長、主任研修
　

評

・学年主任研修
　・保

価

育内容指導研修会
○研

シ

修旅費
　・先進幼稚園

ー

訪問
　・研究大会
　・

ト

10年経験者研修会

位

（

置
づ
け

関連計画 刈谷市

様

子ども・子育て支援事

式

業計画

根拠法令

対象者

１

幼稚園教諭 事業期間 ～

）

実施方法 ■直営　□委

会

託　□指定管理　□補

計

助・助成　□その他

名 担当部 次世代育成

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

部

２５年度実績 ２６年度

一

実績 ２７年度実績 ２８

般

年度計画

・県研修  

会

30日　　236人 ・

計

県研修  23日　　

幼

217人 ・県研修　1

稚

9日　　46人 ・県研

園

修　19日　50人
・

教

市研修　25日　　3

職

00人 ・市研修　25

員

日　　337人 ・市研

研

修　22日  102

修

9人 ・市研修　22日

事

  840人
・先進地

業

研修　5県 　5人 ・

担

先進地研修　5県　 

当

6人 ・先進地研修 5

課

県　　4人 ・先進地研

子

修 5県　5人

　新た

ど

に保育内容指導研修会

も

を実施し、希望者が参

課

加できるようにした。

款

講師の先生による教育

項

課程の月のﾎﾟｲﾝﾄ

目

の講話

成果
を聞くこと

担

ができ、保育に生かせ

当

学びが充実した。

　参

係

加者の経験に応じて研

幼

修テーマを設定し、参

稚

加者は学ぶことができ

園

た。しかし、研修に参

係

加することに負担を感

1

じて

いる先生がいる。
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4 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　保育の充

平

実と質の向上のために

成

、必要性の高い事業で

２

あ
・法的業務

高い
る。

８

必要性 ・市民ニーズ、

年

社会需要
・市民生活上

度

必要である　など

　保

（

育の悩みが解決でき、

平

実践に生かせる事業で

成

あり、今
・コストの節

２

減、費用対効果
普通

後

７

も計画的に進める必要

年

がある。
効率性 ・執行

度

体制の効率性
・手段の

評

最適性　など

　保育の

価

質の向上を図りつつ、

）

子ども達の成長、生き

刈

る力
・市が主体となっ

谷

て実施する
高い

の育成

市

に繋がり、市の関与が

事

妥当である。
妥当性 　

務

べき事業であるか
・総

事

合計画との整合性　な

業

ど

　保育力向上により

評

、質の高い保育を提供

価

し、家庭、地域

施策へ

シ

の ・施策への貢献度
高

ー

い
と連携した幼稚園運

ト

営に貢献している。
・

（

目標達成度
貢献度 ・市

様

民サービスへの効果　

式

など

今後の方向性 □拡

２

充　■現状維持　□改

）

善・効率化　□縮小　

会

□終期設定　□休止・

計

廃止

　国による「子ど

名

も・子育て支援新制度

担

」の構築がなされ、幼

当

児期の保育・教育の一

部

体化が求められており

次

、幼稚園
教諭にはより

世

一層の専門的な役割と

代

責務が課せられている

育

のが現状である。
　こ

成

の事業は、保育内容の

部

充実と質の向上を目的

一

に、実践に生かせる研

般

修として毎年計画的に

会

実施しており、今後は

計

社会の動向を見据え、

幼

時代に即した幼児教育

稚

の質の向上を図る研修

園

として考えていくこと

教

が重要である。

職員研修

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 

事

　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評

業

　
価
　
∨

担当課 子ども課

款 項 目 担当係 幼稚園係

10
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3

ホーム訪問など、2回

2

以上行事で着用

するこ

3

とができた。

　子ども

保

たちが甲冑製作や甲冑

育

を着用して行事に参加

園

する際に、刈谷城につ

係

いてや先人の知恵について話を聞くことで、

刈谷の歴史について興味が広がると思われるため、甲冑を着て歴史に触れる機会をさらに増やしていく。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ３０年度

活動 実施回数(回) 1 26 29 28 28
指標

指標  ―――――――

他市との  ―――――――
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 888 367 1,214 700 合計 1,213,742 円
需用費 836,799 円

財
　
源

特定財源 330 367 500 350 委託料 329,796 円
使用料及び賃借料 47,147 円

一般財源 558 0 714 350

職員人件費　② 0 1,091 1,998 1,255

総事業費（①＋②） 888 1,458 3,212 1,955

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 児童福祉事業費寄付金

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　

８

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 福祉安全

基本施策 次

平

世代育成・子育て支援

成

施策体系
施策の内容 保

２

育・幼児教育の充実

目

７

　
　
　
的

　刈谷城が築

年

城された1533年（

度

戦国時代）当

主
た
る
内

評

容

　市内公私立保育園

価

の5歳児を対象に、ダ

）

ンボ
時の時代背景や出

刈

来事、刈谷城に対する

谷

考え ール（厚紙）製の

市

甲冑を製作してもらう

事

。製
方や歴代藩主によ

務

るまちづくりなどに思

事

いを 作後は、記念写真

業

の撮影や地域の行事に

評

参加
巡らせ、未来を担

価

う子ども達が先人の知

シ

恵や し、運動会、生活

ー

発表会などで活用する

ト

。ま
生き方を学ぶこと

（

により、刈谷市の未来

様

を紡 た27年度は、6

式

5周年記念事業として

１

親子で亀
ぎ出す。 城公

）

園に集まり行進を行っ

会

た。

位
置
づ
け

関連計画

計

刈谷市子ども・子育て

名

支援事業計画

根拠法令

担

対象者 保育園児 事業期

当

間 平成２５年度 ～

実施

部

方法 ■直営　■委託　

次

□指定管理　□補助・

世

助成　□その他

代育成部

一般会計

Ｂ

チ

　
事
　
業
　
実
　
績

２５

ビ

年度実績 ２６年度実績

ッ

２７年度実績 ２８年度

コ

計画

・甲冑作成（12

甲

園） ・甲冑作成（13

冑

園） ・甲冑作成（14

行

園） ・甲冑作成（14

列

園）
・甲冑行列（1回

開

）（12園） ・各園行

催

事実施（延べ26回）

事

・甲冑行列（1回）（

業

14園） ・各園行事実

担

施（延べ28回）
・

当

各園行事実施（延べ2

課

8回）
※「刈谷城築城

子

480年記念事
　　業

ど

」にて実施

　亀城公園

も

にてチビッコ甲冑行列

課

を開催することで刈谷

款

城築城当時の歴史を学

項

び、また5歳児全員で

目

行列することで仲間

成

担

果
と一緒に行うことの

当

喜びを伝えることがで

係

きた。

　また、園によ

施

っては運動会や地域の

設

行事に参加したり、デ

係

イサービス訪問、老人

(保育園）
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2 3 保育園係

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　

平

甲冑製作をしながら、

成

刈谷の歴史についての

２

話をするこ
・法的業務

８

高い
とで、刈谷や地区

年

の歴史にふれることが

度

できる。また、自
必要

（

性 ・市民ニーズ、社会

平

需要 分自身で甲冑を作

成

ることで製作を楽しむ

２

機会となっている
・市

７

民生活上必要である　

年

など 。

　寄付金を活用

度

することで事業費を抑

評

制することができる
・

価

コストの節減、費用対

）

効果
普通

。また、当該

刈

事業を実施することで

谷

、各園と地区の住人が

市

効率性 ・執行体制の効

事

率性 連携して地域に根

務

ざした活動ができる。

事

・手段の最適性　など

業

　刈谷市内の全5歳児

評

が一つの行事を行い、

価

刈谷市の歴史や
・市が

シ

主体となって実施する

ー

高い
文化を学ぶ事を通

ト

して、刈谷市に愛着を

（

持てる子どもを増
妥当

様

性 　べき事業であるか

式

やすことができるため

２

、市が主体となって実

）

施していくこ
・総合計

会

画との整合性　など と

計

が望ましい事業である

名

。

　試したり工夫した

担

りして製作する力が育

当

まれ、教育の充

施策へ

部

の ・施策への貢献度
高

次

い
実に貢献している。

世

また、甲冑を着用して

代

行事に参加する
・目標

育

達成度 ことで、地域交

成

流にも貢献している。

部

貢献度 ・市民サービス

一

への効果　など

今後の

般

方向性 □拡充　■現状

会

維持　□改善・効率化

計

　□縮小　□終期設定

チ

　□休止・廃止

　毎年

ビ

5歳児が甲冑製作を通

ッ

して、刈谷や地区の歴

コ

史にふれることができ

甲

るように、課題を改善

冑

しながら引き続き実施

行

していく。

列開催事

Ｃ

　
Ｈ

　
Ｅ

　
Ｃ

業

　
Ｋ

　
∧
　
評
　
価

担

　
∨

当課 子ども課

款 項 目 担当係 施設係

3
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1

れ水野勝成についても

0

学ぶことができた。

　

4

子どもたちが甲冑製作

1

や甲冑を着用して行事

幼

に参加する際に、刈谷

稚

城についてや先人の知

園

恵について話を聞くこ

係

とで、

刈谷の歴史について興味が広がると思われるため、甲冑を着て歴史に触れる機会をさらに増やしていく。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ３０年度

活動 実施回数（回） 1 28 33 32 32
指標

指標  ―――――――

他市との  ―――――――
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,803 616 2,433 1,000 合計 2,432,879 円
需用費 1,678,994 円

財
　
源

特定財源 670 616 1,000 650 委託料 659,592 円
使用料及び賃借料 94,293 円

一般財源 1,133 0 1,433 350

職員人件費　② 0 704 1,763 1,255

総事業費（①＋②） 1,803 1,320 4,196 2,255

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 児童福祉事業費寄付金

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ

８

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安全

基本施策

平

次世代育成・子育て支

成

援
施策体系

施策の内容

２

保育・幼児教育の充実

７

目
　
　
　
的

　刈谷城が

年

築城された1533年

度

（戦国時代）当

主
た
る

評

内
容

　市内公立幼稚園

価

の5歳児を対象に、ダ

）

ンボー
時の時代背景や

刈

出来事、刈谷城に対す

谷

る考え ル（厚紙）製の

市

甲冑を親子で製作する

事

。製作
方や歴代藩主に

務

よるまちづくりなど思

事

いを巡 後は、記念写真

業

の撮影や運動会、生活

評

発表会
らせ、未来を担

価

う子ども達が先人の知

シ

恵や生 などで活用する

ー

。また27年度は、6

ト

5周年記念
き方を学ぶ

（

ことにより、刈谷市の

様

未来を紡ぎ 事業として

式

親子で亀城公園に集ま

１

り行進を行
出す。 った

）

。

位
置
づ
け

関連計画 刈

会

谷市子ども・子育て支

計

援事業計画

根拠法令

対

名

象者 幼稚園児 事業期間

担

平成２５年度 ～

実施方

当

法 ■直営　■委託　□

部

指定管理　□補助・助

次

成　□その他

世代育成部

一般会

Ｂ
　

計

事
　
業
　
実
　
績

２５年

チ

度実績 ２６年度実績 ２

ビ

７年度実績 ２８年度計

ッ

画

・甲冑作成（16園

コ

） ・甲冑作成（16園

甲

） ・甲冑作成（16園

冑

） ・甲冑作成（16園

行

）
・甲冑行列（年1回

列

）（16園）・各園行

開

事実施（延べ28回）

催

・甲冑行列（1回）（

事

16園） ・各園行事実

業

施（延べ32回）

担当課

・各園行事実

子

施（延べ32回）
※「

ど

刈谷城築城480年記

も

念事
　業」にて実施

　

課

亀城公園にてチビッコ

款

甲冑行列を開催するこ

項

とで刈谷城築城当時の

目

歴史を学び、また5歳

担

児全員で行列すること

当

で仲間

成果
と一緒に行

係

うことの喜びを伝える

施

ことができた。

　甲冑

設

作成をすることで、親

係

子で刈谷市の歴史に触

(幼稚園）
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0 4 1 幼稚園係

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

平

　甲冑製作をしながら

成

、刈谷の歴史について

２

の話をするこ
・法的業

８

務
高い

とで、刈谷や地

年

区の歴史にふれること

度

ができる。また、自
必

（

要性 ・市民ニーズ、社

平

会需要 分自身で甲冑を

成

作ることで製作を楽し

２

む機会となっている
・

７

市民生活上必要である

年

　など 。

　寄付金を活

度

用することで事業費を

評

抑制することができる

価

・コストの節減、費用

）

対効果
普通

。また、当

刈

該事業を実施すること

谷

で、各園と地区の住人

市

が
効率性 ・執行体制の

事

効率性 連携して地域に

務

根ざした活動ができる

事

。
・手段の最適性　な

業

ど

　刈谷市内の全5歳

評

児が一つの行事を行い

価

、刈谷市の歴史や
・市

シ

が主体となって実施す

ー

る
高い

文化を学ぶ事を

ト

通して、刈谷市に愛着

（

を持てる子どもを増
妥

様

当性 　べき事業である

式

か やすことができるた

２

め、市が主体となって

）

実施していくこ
・総合

会

計画との整合性　など

計

とが望ましい事業であ

名

る。

　試したり工夫し

担

たりして製作する力が

当

育まれ、教育の充

施策

部

への ・施策への貢献度

次

高い
実に貢献している

世

。また、甲冑を着用し

代

て行事に参加する
・目

育

標達成度 ことで、地域

成

交流にも貢献している

部

。
貢献度 ・市民サービ

一

スへの効果　など

今後

般

の方向性 □拡充　■現

会

状維持　□改善・効率

計

化　□縮小　□終期設

チ

定　□休止・廃止

　毎

ビ

年5歳児が甲冑製作を

ッ

通して、刈谷や地区の

コ

歴史にふれることがで

甲

きるように、課題を改

冑

善しながら引き続き実

行

施
していく。

列開催事

Ｃ

　
Ｈ

　
Ｅ

　

業

Ｃ

　
Ｋ

　
∧
　
評
　

担

価
　
∨

当課 子ども課

款 項 目 担当係 施設係

1
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年度に経費が集中しないよう、公共施設維持保全計画に基づき、改修計画を策定する必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ３０年度

活動 屋上防水工事実績数（園） 1 1 ― ― 2
指標
活動 外壁改修工事実績数（園） 2 0 ― ― 2
指標

　近隣市においても、施設保全計画に基づいて事業を実施しているが、計画のあり方は市によって異なり、
他市との 当市では長寿命化に重点を置いている。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 23,172 11,275 15,654 3,403 合計 15,653,520 円
委託料 5,508,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 3,000 2,000 工事請負費 10,145,520 円

一般財源 23,172 11,275 12,654 1,403

職員人件費　② 351 352 705 684

総事業費（①＋②） 23,523 11,627 16,359 4,087

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積

Ｄ

事業費 0 公共施設維持

　

保全基金繰入金

２９年

　

度以降の事業費見込 0

　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　

２

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

８

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

年

業
　
概
　
要

総合計画
分

度

野 福祉安全

基本施策 次

（

世代育成・子育て支援

平

施策体系
施策の内容 幼

成

稚園・保育園の整備・

２

充実

目
　
　
　
的

　昭和

７

40年代後半から順次

年

建築され、老朽化

主
た

度

る
内
容

○老朽化した保

評

育園園舎、施設等の改

価

修
してきている保育園

）

の園舎等を比較的大規

刈

模 ○保育園園舎、施設

谷

等の延命化のための予

市

防
に改修することによ

事

り、良好な保育環境の

務

維 的な保全
持と施設の

事

延命化を図る。

位
置
づ

業

け

関連計画 刈谷市子ど

評

も・子育て支援事業計

価

画

根拠法令

対象者 保育

シ

園児、保護者 事業期間

ー

～

実施方法 ■直営　■

ト

委託　□指定管理　□

（

補助・助成　□その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

部

績

２５年度実績 ２６年

次

度実績 ２７年度実績 ２

世

８年度計画

・慈友保育

代

園外壁塗装改修工 ・東

育

刈谷保育園屋上防水改

成

修 ・日高保育園大規模

部

改修工事 ・日高保育園

一

仮設園舎設計業
事 工事

般

設計委託 務委託
・日高

会

保育園外壁塗装改修工

計

・日高保育園保育室床

園

改修工 ・双葉保育園ダ

舎

ムウェーター ・あおば

改

保育園2歳児おむつロ

修

事 事 改修工事 ッカー取

事

替工事
・双葉保育園屋

業

根防水工事 ・東刈谷保

担

育園保育室木製建 ・東

当

刈谷保育園ダムウェー

課

タ ・おがきえ保育園2

子

階バルコニ
・双葉保育

ど

園調理室排水改修 具取

も

替工事 ー改修工事 ー床

課

長尺シート張工事
工事

款

・双葉保育園遊戯室パ

項

ーテー
ション設置工事

目

　老朽化した園舎、施

担

設等を改修し、保育環

当

境を良好なものに改善

係

するとともに、予防的

施

に施設を保全し、施設

設

の延命化

成果
を図るこ

係

とができた。

　本事業

3

は主に園舎、施設等の

2

大規模な改修を行うも

3

のであるが、近年、施設等の老朽化が激しく、改修箇所は増加して

きている。今後は、単

(保育園）
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Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　良好な保育環境を提供

平

するために必要性の高

成

い事業であ
・法的業務

２

高い
る。

必要性 ・市民

８

ニーズ、社会需要
・市

年

民生活上必要である　

度

など

　単年度に経費が

（

集中しないように計画

平

的な執行が必要で
・コ

成

ストの節減、費用対効

２

果
普通

ある。
効率性 ・

７

執行体制の効率性
・手

年

段の最適性　など

　老

度

朽化してきた施設を改

評

修し、保育環境を向上

価

させる事
・市が主体と

）

なって実施する
高い

業

刈

であり、市の主体的な

谷

関与が必要である。
妥

市

当性 　べき事業である

事

か
・総合計画との整合

務

性　など

　保育園の整

事

備・充実に寄与してい

業

る。

施策への ・施策へ

評

の貢献度
高い・目標達

価

成度
貢献度 ・市民サー

シ

ビスへの効果　など

今

ー

後の方向性 □拡充　□

ト

現状維持　■改善・効

（

率化　□縮小　□終期

様

設定　□休止・廃止

　

式

刈谷市全体の公共施設

２

を計画的に維持・保全

）

し効率的に運営する手

会

法としてファシリティ

計

マネジメント（ＦＭ）

名

の
概念を導入し、将来

担

の維持・保全費用の推

当

計結果及び公共施設の

部

現況調査結果をもとに

次

、今後の最も望ましい

世

施設運
用のあり方を示

代

す「刈谷市公共施設維

育

持保全計画」を平成2

成

4年に策定した。
　今

部

後は、計画の進行管理

一

を行いながら、それぞ

般

れの施設を時代に即し

会

た最適な状態に保って

計

いくと同時に、ライフ

園

サイクルコストの削減

舎

や建替え、大規模改修

改

工事などの将来負担費

修

用の平準化に向けた取

事

組みを実施し、施設の

業

性質
などを考慮しての

担

保全に係る優先順位を

当

定め、適正な施設管理

課

に努める。

子ども課

Ｃ

　
Ｈ

　
Ｅ

　
Ｃ

款

　
Ｋ

　
∧
　
評
　
価

項

　
∨

目 担当係 施設係

3 2 3
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、公共施設維持保全計画に基づき、改修計画を策定する必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ３０年度

活動 大規模改造設計（園） 0 1 3 １ 1
指標
成果 屋上防水工事（園） 1 3 2 １ 2
指標

　近隣市においても、施設保全計画に基づいて事業を実施しているが、計画のあり方は市によって異なり、
他市との 当市では長寿命化に重点を置いている。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 8,526 36,256 69,216 36,136 合計 69,215,970 円
委託料 13,778,640 円

財
　
源

特定財源 0 0 19,186 8,063 工事請負費 55,437,330 円

一般財源 8,526 36,256 50,030 28,073

職員人件費　② 351 493 705 684

総事業費（①＋②） 8,877 36,749 69,921 36,820

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 ・学校施設環境改善交付金
・公共施設維持保全基

Ｄ

金繰入

２９年度以降の

　

事業費見込 0 金

　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ

２

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

８

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

年

　
業
　
概
　
要

総合計画

度

分野 福祉安全

基本施策

（

次世代育成・子育て支

平

援
施策体系

施策の内容

成

幼稚園・保育園の整備

２

・充実

目
　
　
　
的

　昭

７

和40年代前半から順

年

次建築され、老朽化

主

度

た
る
内
容

○老朽化した

評

幼稚園園舎、施設等の

価

改修
してきている幼稚

）

園の園舎等を比較的大

刈

規模 ○幼稚園園舎、施

谷

設等の延命化のための

市

予防
に改修することに

事

より、良好な保育環境

務

の維 的な保全
持と施設

事

の延命化を図る。

位
置

業

づ
け

関連計画 刈谷市子

評

ども・子育て支援事業

価

計画

根拠法令

対象者

シ

幼稚園児、保護者 事業

ー

期間 ～

実施方法 ■直営

ト

　■委託　□指定管理

（

　□補助・助成　□そ

様

の他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　

部

実
　
績

２５年度実績 ２

次

６年度実績 ２７年度実

世

績 ２８年度計画

・住吉

代

幼稚園遊戯室棟屋上防

育

・小高原幼稚園屋上防

成

水工事 ・東刈谷幼稚園

部

大規模改造設 ・井ヶ谷

一

幼稚園大規模改造設
　

般

水改修工事 ・衣浦幼稚

会

園屋上防水工事 計委託

計

計委託
・富士松北幼稚

園

園目地シール ・井ケ谷

舎

幼稚園屋上防水工事 ・

改

双葉幼稚園大規模改造

修

設計 ・かりがね幼稚園

事

外壁改修工
　打替工事

業

・井ケ谷幼稚園外壁改

担

修工事 委託 事
・小高原

当

幼稚園ほか3園網戸設

課

・小垣江幼稚園大規模

子

改造設
置工事 計委託

・

ど

刈谷幼稚園屋上防水工

も

事
・富士松北幼稚園網

課

戸設置工
事
・遊戯室耐

款

震天井改修工事
　老朽

項

化した園舎、施設等を

目

改修し、保育環境を良

担

好なものに改善すると

当

ともに、予防的に施設

係

を保全し、施設の延命

施

化

成果
を図ることがで

設

きた。

　本事業は主に

係

園舎、施設等の大規模

1

な改修を行うものであ

0

るが、近年、施設等の

4

老朽化が激しく、改修

1

箇所は増加して

きている。今後は、単年度に経費が集中しないよう

(幼稚園）
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Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　良好な保育環境を提

平

供するために必要性の

成

高い事業であ
・法的業

２

務
高い

る。
必要性 ・市

８

民ニーズ、社会需要
・

年

市民生活上必要である

度

　など

　単年度に経費

（

が集中しないように計

平

画的な執行が必要で
・

成

コストの節減、費用対

２

効果
普通

ある。
効率性

７

・執行体制の効率性
・

年

手段の最適性　など

　

度

老朽化してきた施設を

評

改修し、保育環境を向

価

上させる事
・市が主体

）

となって実施する
高い

刈

業であり、市の主体的

谷

な関与が必要である。

市

妥当性 　べき事業であ

事

るか
・総合計画との整

務

合性　など

　幼稚園の

事

整備・充実に寄与して

業

いる。

施策への ・施策

評

への貢献度
高い・目標

価

達成度
貢献度 ・市民サ

シ

ービスへの効果　など

ー

今後の方向性 □拡充　

ト

□現状維持　■改善・

（

効率化　□縮小　□終

様

期設定　□休止・廃止

式

　刈谷市全体の公共施

２

設を計画的に維持・保

）

全し効率的に運営する

会

手法としてファシリテ

計

ィマネジメント（ＦＭ

名

）の
概念を導入し、将

担

来の維持・保全費用の

当

推計結果及び公共施設

部

の現況調査結果をもと

次

に、今後の最も望まし

世

い施設運
用のあり方を

代

示す「刈谷市公共施設

育

維持保全計画」を平成

成

24年に策定した。
　

部

今後は、計画の進行管

一

理を行いながら、それ

般

ぞれの施設を時代に即

会

した最適な状態に保っ

計

ていくと同時に、ライ

園

フ
サイクルコストの削

舎

減や建替え、大規模改

改

修工事などの将来負担

修

費用の平準化に向けた

事

取組みを実施し、施設

業

の性質
などを考慮して

担

の保全に係る優先順位

当

を定め、適正な施設管

課

理に努める。

子ども課

Ｃ

　
Ｈ

　
Ｅ

　

款

Ｃ

　
Ｋ

　
∧
　
評
　

項

価
　
∨

目 担当係 施設係

10 4 1
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する必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ３０年度

活動 改修箇所数（箇所） 6 9 6 9 7
指標

指標  ―――――――
　近隣市においても、施設保全計画に基づいて事業を実施しているが、計画のあり方は市によって異なり、

他市との 当市では長寿命化に重点を置いている。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 23,353 48,638 8,852 14,000 合計 8,852,328 円
工事請負費 8,852,328 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 23,353 48,638 8,852 14,000

職員人件費　② 351 563 705 684

総事業費（①＋②） 23,704 49,201 9,557 14,684

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0
 ―――――――

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ

２

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

８

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

年

　
業
　
概
　
要

総合計画

度

分野 福祉安全

基本施策

（

次世代育成・子育て支

平

援
施策体系

施策の内容

成

幼稚園・保育園の整備

２

・充実

目
　
　
　
的

　保

７

育園の良好な保育環境

年

の維持と施設の延

主
た

度

る
内
容

○老朽化した保

評

育園設備の改修
命化を

価

図る。 ○保育園設備の

）

延命化のための予防的

刈

な保全

位
置
づ
け

関連計

谷

画 刈谷市子ども・子育

市

て支援事業計画

根拠法

事

令

対象者 保育園児、保

務

護者 事業期間 ～

実施方

事

法 ■直営　■委託　□

業

指定管理　□補助・助

評

成　□その他

価シート （様式１

Ｂ
　

）

事
　
業
　
実
　
績

２５年

会

度実績 ２６年度実績 ２

計

７年度実績 ２８年度計

名

画

・双葉保育園照明器

担

具取替 ・かりがね保育

当

園空調設備更 ・おがき

部

え保育園汚水下水切 ・

次

慈友保育園他４園電話

世

機取
・日高保育園屋外

代

空調機更新 新 替 替
・双

育

葉保育園空調室内機更

成

新 ・日高保育園ダムウ

部

ェーター ・双葉保育園

一

防犯カメラ設置 ・慈友

般

保育園換気扇取替
・あ

会

おば保育園他1園緊急

計

地震更新 ・かりがね保

設

育園便器取替等 ・東刈

備

谷保育園前室空調機設

等

情報接続 ・かりがね保

改

育園照明取替 ・さくら

修

保育園便器取替等 置
・

事

慈友保育園照明器具取

業

替 ・東刈谷保育園ガス

担

配管改修 ・東刈谷保育

当

園便器取替等
・保育園

課

監視カメラ更新 ・富士

子

松北保育園ガス配管改

ど

・おがきえ保育園便器

も

取替等
・配膳室建具改

課

修 修
・音響システム改

款

修

　老朽化した設備を

項

改修し、保育環境を良

目

好なものに改善すると

担

ともに、予防的に施設

当

を保全し、施設の延命

係

化を図るこ

成果
とがで

施

きた。

　ガス管、給水

設

管、冷暖房設備などの

係

老朽化により、改修箇

3

所は増加している。今

2

後は、単年度に経費が

3

集中しないよう

、公共施設維持保全計画に基づき、改修計画を策定

(保育園）
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Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　良好な保育環境を提

平

供するために必要性の

成

高い事業であ
・法的業

２

務
高い

る。
必要性 ・市

８

民ニーズ、社会需要
・

年

市民生活上必要である

度

　など

　単年度に経費

（

が集中しないように、

平

定期点検、保守点検
・

成

コストの節減、費用対

２

効果
普通

を実施し、設

７

備の延命化を図るとと

年

もに、計画的な執行が

度

効率性 ・執行体制の効

評

率性 必要である。
・手

価

段の最適性　など

　老

）

朽化した設備を改修し

刈

、保育環境を向上させ

谷

る事業で
・市が主体と

市

なって実施する
高い

あ

事

り、市の主体的な関与

務

が必要である。
妥当性

事

　べき事業であるか
・

業

総合計画との整合性　

評

など

　保育園の整備・

価

充実に寄与している。

シ

施策への ・施策への貢

ー

献度
高い・目標達成度

ト

貢献度 ・市民サービス

（

への効果　など

今後の

様

方向性 □拡充　□現状

式

維持　■改善・効率化

２

　□縮小　□終期設定

）

　□休止・廃止

　今後

会

は、刈谷市公共施設維

計

持保全計画に基づき、

名

計画の進行管理を行い

担

ながら、それぞれの設

当

備を時代に即した最
適

部

な状態に保っていくと

次

同時に、定期点検、保

世

守点検を重点的に行い

代

、設備の延命化に努め

育

る。
　また、将来負担

成

費用の平準化に向けた

部

取組みを実施し、設備

一

の性質などを考慮して

般

の保全に係る優先順位

会

を定め、
適正な設備管

計

理に努める。

設備等改

Ｃ

　
Ｈ

　
Ｅ

　

修

Ｃ

　
Ｋ

　
∧
　
評
　

事

価
　
∨

業
担当課 子ども課

款 項 目 担当係 施設係

3 2 3
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年度 ２７年度 ２８年度 ３０年度

活動 改修箇所数（箇所） 19 17 14 10 10
指標

指標  ――――――― 
　近隣市においても、施設保全計画に基づいて事業を実施しているが、計画のあり方は市によって異なり、

他市との 当市では長寿命化に重点を置いている。 
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,292 5,316 18,425 13,000 合計 18,424,800 円
工事請負費 18,424,800 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 2,292 5,316 18,425 13,000

職員人件費　② 351 493 705 684

総事業費（①＋②） 2,643 5,809 19,130 13,684

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0
 ――――――― 

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

８

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 福祉安全

基本施

（

策 次世代育成・子育て

平

支援
施策体系

施策の内

成

容 幼稚園・保育園の整

２

備・充実

目
　
　
　
的

　

７

幼稚園の良好な保育環

年

境の維持と施設の延

主

度

た
る
内
容

○老朽化した

評

幼稚園設備の改修
命化

価

を図る。 ○幼稚園設備

）

の延命化のための予防

刈

的な保全

位
置
づ
け

関連

谷

計画 刈谷市子ども・子

市

育て支援事業計画

根拠

事

法令

対象者 幼稚園児

務

、保護者 事業期間 ～

実

事

施方法 ■直営　■委託

業

　□指定管理　□補助

評

・助成　□その他

価シート （様式１）

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

会

５年度実績 ２６年度実

計

績 ２７年度実績 ２８年

名

度計画

・双葉幼稚園2

担

階保育室照明器・幼稚

当

園遊戯室ステージ照明

部

・小高原幼稚園保育室

次

照明取 ・富士松南幼稚

世

園照明器具取
具取替 器

代

具増設 替 替工事
・刈谷

育

幼稚園他15園通話対

成

策 ・富士松北幼稚園遊

部

戯室照明 ・重原幼稚園

一

保育室照明取替 ・富士

般

松南幼稚園便器取替等

会

・双葉幼稚園防犯カメ

計

ラ取替 増設 ・小垣江幼

設

稚園監視カメラ更 ・刈

備

谷幼稚園便器取替等
・

等

平成幼稚園他1園防犯

改

カメラ・幼稚園監視カ

修

メラ更新 新 ・衣浦幼稚

事

園便器取替等
増設 ・富

業

士松南幼稚園防犯カメ

担

ラ ・小高原幼稚園イン

当

ターホン
増設 取替
・か

課

りがね幼稚園便器取替

子

等
・平成幼稚園便器取

ど

替等

　老朽化した設備

も

を改修し、保育環境を

課

良好なものに改善する

款

とともに、予防的に設

項

備を保全し、設備の延

目

命化を図るこ

成果
とが

担

できた。

　ガス管、給

当

水管、冷暖房設備等の

係

老朽化により、改修箇

施

所は増加している。今

設

後は、単年度に経費が

係

集中しないよう、

公共

1

施設維持保全計画に基

0

づき、改修計画を策定

4

する必要がある。
課題

1

指標名称（単位）
実績値 目標値

２５年度 ２６

(幼稚園）
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Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　良好な保育環境を

平

提供するために必要性

成

の高い事業であ
・法的

２

業務
高い

る。
必要性 ・

８

市民ニーズ、社会需要

年

・市民生活上必要であ

度

る　など

　単年度に経

（

費が集中しないように

平

、定期点検、保守点検

成

・コストの節減、費用

２

対効果
普通

を実施し、

７

設備の延命化を図ると

年

ともに、計画的な執行

度

が
効率性 ・執行体制の

評

効率性 必要である。
・

価

手段の最適性　など

　

）

老朽化した設備を改修

刈

し、保育環境を向上さ

谷

せる事業で
・市が主体

市

となって実施する
高い

事

あり、市の主体的な関

務

与が必要である。
妥当

事

性 　べき事業であるか

業

・総合計画との整合性

評

　など

　幼稚園の整備

価

・充実に寄与している

シ

。

施策への ・施策への

ー

貢献度
高い・目標達成

ト

度
貢献度 ・市民サービ

（

スへの効果　など

今後

様

の方向性 □拡充　□現

式

状維持　■改善・効率

２

化　□縮小　□終期設

）

定　□休止・廃止

　今

会

後は、刈谷市公共施設

計

維持保全計画に基づき

名

、計画の進行管理を行

担

いながら、それぞれの

当

設備を時代に即した最

部

適な状態に保っていく

次

と同時に、定期点検、

世

保守点検を重点的に行

代

い、設備の延命化に努

育

める。
　また、将来負

成

担費用の平準化に向け

部

た取組みを実施し、設

一

備の性質などを考慮し

般

ての保全に係る優先順

会

位を定め、
適正な設備

計

管理に努める。

設備等改

Ｃ

　
Ｈ

　
Ｅ

修

　
Ｃ

　
Ｋ

　
∧
　
評

事

　
価
　
∨

業
担当課 子ども課

款 項 目 担当係 施設係

10 4 1
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10 4 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 5,184 254,305 0 合計 254,305,454 円
需用費 1,992,290 円

財
　
源

特定財源 0 0 238,243 0 工事請負費 251,029,476 円
備品購入費 1,283,688 円

一般財源 0 5,184 16,062 0

職員人件費　② 0 352 1,097 0

総事業費（①＋②） 0 5,536 255,402 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 ・学校施設環境改善交付金
・公共施設維持保全基金繰入

２９年度以降の事業費見込 0 金
・園舎改修事業債

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

８

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 福祉

（

安全

基本施策 次世代育

平

成・子育て支援
施策体

成

系
施策の内容 幼稚園・

２

保育園の整備・充実

目

７

　
　
　
的

　幼稚園の園

年

舎は、昭和40年代前

度

半から順次

主
た
る
内
容

評

○幼稚園大規模改造工

価

事の設計
建築されてお

）

り、経年劣化による老

刈

朽化から ○日高幼稚園

谷

大規模改造工事を施工

市

破損等が各所に見られ

事

るため、園の運営に配

務

慮しながら、大規模な

事

改造工事による施設の

業

保全及び教育・保育環

評

境の改善を図る。

位
置

価

づ
け

関連計画 刈谷市子

シ

ども・子育て支援事業

ー

計画

根拠法令

対象者 幼

ト

稚園児、保護者 事業期

（

間 平成２６年度 ～ 平成

様

２７年度

実施方法 ■直

式

営　■委託　□指定管

１

理　□補助・助成　□

）

その他

会計名 担当部 次世

Ｂ
　
事
　
業

代

　
実
　
績

２５年度実績

育

２６年度実績 ２７年度

成

実績 ２８年度計画

　 ・

部

日高幼稚園大規模改造

一

工事 ・日高幼稚園の大

般

規模改造工 　
　 設計委

会

託 事の実施 　
　 　
　 　

計

　　　―――――――

日

　　　―――――――

高

　老朽化による建物の

幼

損耗や機能低下の復旧

稚

を目的とした幼稚園園

園

舎の大規模改造工事を

大

実施し、良好な保育環

規

境への改

成果
善ができ

模

た。

　コストを抑えた

改

計画になったが、夏休

造

みに集中的に工事を行

事

ったため、夏休みの園

業

の運営などに少なから

担

ずも支障が生

じた。
課

当

題

指標名称（単位）
実

課

績値 目標値

２５年度 ２

子

６年度 ２７年度 ２８年

ど

度 ３０年度

活動 大規模

も

改造実施棟数（棟） ―

課

― 1 ― ―
指標

指標  

款

――――――― 
　近

項

隣市においても、施設

目

保全計画に基づいて事

担

業を実施しているが、

当

計画のあり方は市によ

係

って異なり、
他市との

施

当市では長寿命化に重

設

点を置いている。
比較

係

検証
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0 4 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　良好な

平

教育・保育環境を提供

成

するために、必要性の

２

高い
・法的業務

高い
事

８

業である。
必要性 ・市

年

民ニーズ、社会需要
・

度

市民生活上必要である

（

　など

　夏休みに集中

平

的に工事を行なうこと

成

で、仮設園舎の準備
・

２

コストの節減、費用対

７

効果
高い

をすることな

年

くコストを抑え、園の

度

運営に配慮できた。
効

評

率性 ・執行体制の効率

価

性
・手段の最適性　な

）

ど

　老朽化していた施

刈

設を改修して教育・保

谷

育環境を向上さ
・市が

市

主体となって実施する

事

高い
せる事業であり、

務

市の主体的な関与が必

事

要である。
妥当性 　べ

業

き事業であるか
・総合

評

計画との整合性　など

価

　幼稚園の整備・充実

シ

に寄与している。

施策

ー

への ・施策への貢献度

ト

高い・目標達成度
貢献

（

度 ・市民サービスへの

様

効果　など

今後の方向

式

性 □拡充　■現状維持

２

　□改善・効率化　□

）

縮小　□終期設定　□

会

休止・廃止

　老朽化し

計

た園舎を建替すること

名

なく改修することで、

担

建設コストを抑え、ま

当

た改修サイクルを平準

部

化することで、
財政に

次

負担なく良好な教育・

世

保育環境が確保する。

代育成部

Ｃ

　
Ｈ

一

　
Ｅ

　
Ｃ

　
Ｋ

　

般

∧
　
評
　
価
　
∨

会計
日高幼稚園大規模改造事業

担当課 子ども課

款 項 目 担当係 施設係

1
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能となった定員数の増分(人) 30 75 20 ― ―
指標

指標  ――――――― 
　近隣市においても、施設保全計画に基づいて事業を実施しているが、計画のあり方は市によって異なり、

他市との 当市では長寿命化に重点を置いている。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 15,960 15,218 19,967 0 合計 19,967,040 円
委託料 19,967,040 円

財
　
源

特定財源 0 0 19,000 0

一般財源 15,960 15,218 967 0

職員人件費　② 351 352 783 0

総事業費（①＋②） 16,311 15,570 20,750 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 公共施設維持保全基金繰入金

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　

２

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

８

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

年

業
　
概
　
要

総合計画
分

度

野 福祉安全

基本施策 次

（

世代育成・子育て支援

平

施策体系
施策の内容 幼

成

稚園・保育園の整備・

２

充実

目
　
　
　
的

　築4

７

0年以上経過して老朽

年

化した保育施設を

主
た

度

る
内
容

○老朽化した保

評

育園園舎改築等の設計

価

建設用地を生かし、園

）

の運営に支障なく改築

刈

を行うことで、保育園

谷

の良好な保育環境の維

市

持を図る。

位
置
づ
け

関

事

連計画 刈谷市子ども・

務

子育て支援事業計画

根

事

拠法令

対象者 保育園児

業

・保護者 事業期間 平成

評

２５年度 ～

実施方法 ■

価

直営　■委託　□指定

シ

管理　□補助・助成　

ー

□その他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　

名

業
　
実
　
績

２５年度実

担

績 ２６年度実績 ２７年

当

度実績 ２８年度計画

・

部

富士松南保育園園舎改

次

築の ・さくら保育園園

世

舎改築の設 ・富士松北

代

保育園園舎移転新 ※「

育

富士松北保育園園舎改

成

築
設計業務委託 計業務

部

委託 築の設計業務委託

一

　事業」にて実施

　富

般

士松南保育園の改築は

会

、北側園庭に収まるよ

計

うに計画することでコ

園

ストを抑えることがで

舎

き、老朽化の進んだ園

改

舎を

成果
、ゆとりある

築

良好な保育環境に改善

事

する設計ができた。さ

業

くら保育園は近隣の公

担

園用地に園舎の改築を

当

することで、運営

しな

課

がら工事を行うことが

子

できる計画を立てるこ

ど

とができた。富士松北

も

保育園は西側園庭に収

課

まるように計画するこ

款

とで

富士松南保育園同

項

様コストを抑えること

目

ができ、また既設園舎

担

側に開放的な園庭と駐

当

車場を計画することが

係

できた。

　富士松南保

施

育園および富士松北保

設

育園は園庭が利用でき

係

ない期間があり、園の

3

運営に多少支障が生じ

2

る計画となった。

課題

3

指標名称（単位）
実績値 目標値

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ３０年度

成果 設計で可

(保育園）
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Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　良好な保育環境を提供

平

するために、必要性の

成

高い事業で
・法的業務

２

高い
ある。

必要性 ・市

８

民ニーズ、社会需要
・

年

市民生活上必要である

度

　など

　既存の敷地内

（

に計画することで土地

平

を取得する必要がな
・

成

コストの節減、費用対

２

効果
高い

く、大規模な

７

改修のための園運営へ

年

の影響を防ぐことがで

度

効率性 ・執行体制の効

評

率性 きる。
・手段の最

価

適性　など

　老朽化し

）

ていた施設を建替えて

刈

保育環境を向上させる

谷

事
・市が主体となって

市

実施する
高い

業であり

事

、市の主体的な関与が

務

必要である。
妥当性 　

事

べき事業であるか
・総

業

合計画との整合性　な

評

ど

　保育園の整備・充

価

実に寄与している。

施

シ

策への ・施策への貢献

ー

度
高い・目標達成度

貢

ト

献度 ・市民サービスへ

（

の効果　など

今後の方

様

向性 ■拡充　□現状維

式

持　■改善・効率化　

２

□縮小　□終期設定　

）

□休止・廃止

　刈谷市

会

全体の公共施設を計画

計

的に維持・保全し効率

名

的に運営する手法とし

担

てファシリティマネジ

当

メント（ＦＭ）の
概念

部

を導入し、将来の維持

次

・保全費用の推計結果

世

及び公共施設の現況調

代

査結果をもとに、今後

育

の最も望ましい施設運

成

用のあり方を示す「刈

部

谷市公共施設維持保全

一

計画」を平成24年に

般

策定した。
　今後は、

会

計画の進行管理を行い

計

ながら、それぞれの施

園

設を時代に即した最適

舎

な状態に保っていくと

改

同時に、ライフ
サイク

築

ルコストの削減や建替

事

え、大規模改修工事な

業

どの将来負担費用の平

担

準化に向けた取組みを

当

実施し、施設の性質
な

課

どを考慮しての保全に

子

係る優先順位を定め、

ど

適正な施設管理に努め

も

る。
　Ｈ28年度にお

課

いては、「富士松北保

款

育園園舎改築事業」に

項

て実施。

目 担当

Ｃ

係

　
Ｈ

　
Ｅ

　
Ｃ

施

　
Ｋ

　
∧
　
評
　
価
　

設

∨

係

3 2 3
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設係

Ｃ
　
事
　
業
　

3

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

2

２５年度 ２６年度 ２７

3

年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 765,048 0 合計 765,047,668 円
需用費 9,665,271 円

財
　
源

特定財源 0 0 732,000 0 役務費 733,320 円
工事請負費 735,848,280 円

一般財源 0 0 33,048 0 備品購入費 17,973,085 円
負担金、補助及び

職員人件費　② 0 0 1,175 0 交付金 827,712 円

総事業費（①＋②） 0 0 766,223 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 社会資本整備総合交付金、公
共施設維持保全基金繰入金

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ

８

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 福

（

祉安全

基本施策 次世代

平

育成・子育て支援
施策

成

体系
施策の内容 幼稚園

２

・保育園の整備・充実

７

目
　
　
　
的

　待機児童

年

が発生している状況を

度

緩和すると

主
た
る
内
容

評

　定員を130人から

価

160人程度に拡大し

）

、築41
ともに、良好

刈

な保育環境の改善を図

谷

る。 年が経過し老朽化

市

した園舎は、現状の狭

事

小な
敷地での建替えは

務

困難なため、神田公園

事

に移
転新築する。

位
置

業

づ
け

関連計画 刈谷市子

評

ども・子育て支援事業

価

計画

根拠法令

対象者 保

シ

育園児、保護者 事業期

ー

間 平成２７年度 ～ 平成

ト

２７年度

実施方法 ■直

（

営　■委託　□指定管

様

理　□補助・助成　□

式

その他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業

次

　
実
　
績

２５年度実績

世

２６年度実績 ２７年度

代

実績 ２８年度計画

　 　

育

・神田公園遊具取壊し

成

工事 　
　 　 ・南園舎建

部

築工事 　
　 　 ・園庭整

一

備工事 　
　 　 ・駐車場

般

整備工事 　
　　　――

会

――――― 　　　――

計

――――― ・備品及び

さ

消耗品整備 　　　――

く

―――――

　新園舎建

ら

築、備品及び消耗品の

保

整備により保育環境の

育

改善を図ることができ

園

た。

成果
　また、定員

園

の拡大により待機児童

舎

が発生している状況を

移

緩和することができた

転

。

　新園舎開園までの

新

準備期間が短く、園運

築

営の負担となった。

課

事

題

指標名称（単位）
実

業

績値 目標値

２５年度 ２

担

６年度 ２７年度 ２８年

当

度 ３０年度

活動 施設整

課

備率（％） ― ― 100

子

.0 ― ―
指標
成果 定員

ど

（人） 130 130 2

も

05 ― ―
指標

他市と

課

の  ―――――――
比

款

較検証

項 目 担当係 施

-76-



係

3 2 3

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　良好

平

な保育環境を提供する

成

ために、必要性の高い

２

事業で
・法的業務

高い

８

ある。
必要性 ・市民ニ

年

ーズ、社会需要
・市民

度

生活上必要である　な

（

ど

　建替えることによ

平

り、老朽部分による危

成

険性の減少や修
・コス

２

トの節減、費用対効果

７

高い
繕費用が不要とな

年

り、床面積を拡大する

度

ことで定員を増や
効率

評

性 ・執行体制の効率性

価

すことができた上で、

）

快適な保育環境が提供

刈

できた。
・手段の最適

谷

性　など

　園を運営し

市

ながら安全に工事を進

事

行する上で、市の主体

務

・市が主体となって実

事

施する
高い

的な関与が

業

必要である。
妥当性 　

評

べき事業であるか
・総

価

合計画との整合性　な

シ

ど

　保育園の整備・充

ー

実に寄与している。

施

ト

策への ・施策への貢献

（

度
高い・目標達成度

貢

様

献度 ・市民サービスへ

式

の効果　など

今後の方

２

向性 □拡充　□現状維

）

持　□改善・効率化　

会

□縮小　□終期設定　

計

□休止・廃止

　事業完

名

了に伴い廃止。

担当部 次

Ｃ

　
Ｈ

　
Ｅ

世

　
Ｃ

　
Ｋ

　
∧
　
評

代

　
価
　
∨

育成部

一般会計
さくら保育園園舎移転新築事業

担当課 子ども課

款 項 目 担当係 施設
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2

指標 (実績値は各年度

1

4月1日現在)
運営費補助を行っている市・・・碧南市、安城市、知立市、西尾市

他市との 運営補助を行っていない市・・・高浜市
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 498,314 750,105 607,719 876,045 合計 607,718,629 円
委託料 465,692,220 円

財
　
源

特定財源 251,541 428,148 324,369 440,369 負担金、補助及び
交付金 142,026,409 円

一般財源 246,773 321,957 283,350 435,676

職員人件費　② 1,753 1,760 2,350 3,042

総事業費（①＋②） 500,067 751,865 610,069 879,087

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金、
施設型教育・保育給付費等負

２９年度以降の事業費見込 0 担金、子育て支援対策基金事
業費補助金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

８

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 福祉安全

（

基本施策 次世代育成・

平

子育て支援
施策体系

施

成

策の内容 幼稚園・保育

２

園の整備・充実

目
　
　

７

　
的

　家庭内保育に欠

年

ける児童の保育を民間

度

の認

主
た
る
内
容

○認可

評

民間保育所への運営委

価

託
可保育所に委託し、

）

保育に係る費用を委託

刈

料 ○認可民間保育所へ

谷

の運営補助
又は補助金

市

として交付することで

事

、職員の処 　・人件費

務

遇向上や施設の運営改

事

善等保育環境の向上を

業

　・管理費
図る。 　・

評

整備費
　・嘱託医報酬

価

　・一時保育促進事業

シ

　・保育所用地等補助

ー

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

ト

市子ども・子育て支援

（

事業計画

根拠法令  

対

様

象者 民間保育施設 事業

式

期間 ～

実施方法 □直営

１

　■委託　□指定管理

）

　■補助・助成　□そ

会

の他

計名 担当部 次世代

Ｂ
　
事
　
業
　

育

実
　
績

２５年度実績 ２

成

６年度実績 ２７年度実

部

績 ２８年度計画

・保育

一

に係る運営委託 ・保育

般

に係る運営委託 ・保育

会

に係る運営委託 ・保育

計

に係る運営委託
・運営

民

補助 ・運営補助 ・運営

間

補助 ・運営補助
・親愛

保

の里保育園移転新築補

育

・刈谷ゆめの樹保育園

所

建設補 ・こぐま保育園

運

増築補助等 ・（仮称）

営

ステップ保育園建
　助

支

　助 　設補助

　民間保

援

育園に委託や補助をす

事

ることで安定した運営

業

を続けることができた

担

。

成果

　安心こども基

当

金、保育対策等促進事

課

業費補助金等の国県補

子

助内容の動向に注意が

ど

必要である。また、民

も

間保育園運営に

対する

課

株式会社の参入も見込

款

まれており、補助対象

項

、内容等については今

目

後精査する必要がある

担

。
課題

指標名称（単位

当

）
実績値 目標値

２５年

係

度 ２６年度 ２７年度 ２

管

８年度 ３０年度

活動 委

理

託保育園数（園） 3 3

係

4 4 5
指標
成果 待機児

3

童数（人） 4 6 8 0 0
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1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　民間保育園

平

の事業・建設に対して

成

補助を行うことにより

２

・法的業務
高い

、保育

８

環境の充実化や待機児

年

童解消に向けての対応

度

が図ら
必要性 ・市民ニ

（

ーズ、社会需要 れてい

平

るので、必要性の高い

成

事業と言える。
・市民

２

生活上必要である　な

７

ど

　市に必要な保育園

年

の建設や運営の一部を

度

民間園が行うこ
・コス

評

トの節減、費用対効果

価

高い
とで、待機児童へ

）

の早急かつ効率的な対

刈

応ができる。
効率性 ・

谷

執行体制の効率性
・手

市

段の最適性　など

　民

事

間保育園の事業や保育

務

環境を充実するために

事

市の関与
・市が主体と

業

なって実施する
高い

が

評

妥当である。
妥当性 　

価

べき事業であるか
・総

シ

合計画との整合性　な

ー

ど

　刈谷市内の民間保

ト

育園の整備、充実に寄

（

与している。

施策への

様

・施策への貢献度
高い

式

・目標達成度
貢献度 ・

２

市民サービスへの効果

）

　など

今後の方向性 ■

会

拡充　□現状維持　□

計

改善・効率化　□縮小

名

　□終期設定　□休止

担

・廃止

　今後も民間保

当

育園の整備・運営等に

部

支援や補助を行い、職

次

員の処遇向上や保育環

世

境の向上、待機児童の

代

解消を図る
。

育成部

一

Ｃ

　
Ｈ

　
Ｅ

　

般

Ｃ

　
Ｋ

　
∧
　
評
　

会

価
　
∨

計
民間保育所運営支援事業

担当課 子ども課

款 項 目 担当係 管理係

3 2
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4

の拡大（人） 20 20

1

40 40 40
指標
成果 利用人数（人） 18,829 26,839 38,611 39,000 42,000
指標

 
他市との  ―――――――
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 800 800 800 1,600 合計 799,987 円
需用費 799,987 円

財
　
源

特定財源 800 800 800 1,600

一般財源 0 0 0 0

職員人件費　② 1,753 1,408 1,567 1,521

総事業費（①＋②） 2,553 2,208 2,367 3,121

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 預かり保育利用負担金

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

８

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 福祉安全

（

基本施策 次世代育成・

平

子育て支援
施策体系

施

成

策の内容 幼稚園・保育

２

園の整備・充実

目
　
　

７

　
的

　通常の保育終了

年

後または長期休業時に

度

、預

主
た
る
内
容

○幼稚

評

園での預かり保育の実

価

施
かり保育を希望する

）

保護者の在園児を預か

刈

る ・対象者
ことにより

谷

、保護者の子育て支援

市

をする。 　出産、就労

事

、傷病及び障害がある

務

親族を看
護、介護して

事

いる保護者、緊急な事

業

情で預か
り保育を必要

評

とする者
・実施日
　保

価

育が行われる日並びに

シ

長期休中の夏休み
冬休

ー

み、春休み（3月末日

ト

まで）の平日（8月1

（

3日から15日、12

様

月29日から翌1月3

式

日は除く）

位
置
づ
け

関

１

連計画 刈谷市子ども・

）

子育て支援事業計画

根

会

拠法令  

対象者 幼稚園

計

児、保護者 事業期間 平

名

成１６年度 ～

実施方法

担

■直営　□委託　□指

当

定管理　□補助・助成

部

　□その他

次世代育成部

一般

Ｂ
　
事

会

　
業
　
実
　
績

２５年度

計

実績 ２６年度実績 ２７

預

年度実績 ２８年度計画

か

利用人数　18,82

り

9人 利用人数　26,

保

839人 利用人数　3

育

8,611人 利用人数

実

　39,000人

　就

施

労、母親の通院、祖父

事

母の看護、兄弟の予防

業

接種、学校行事やボラ

担

ンティアへの参加など

当

、保育時間終了後、緊

課

急時

成果
に支援が必要

子

な保護者のニーズに応

ど

えることができた。

　

も

平成24年度より全園

課

で就労条件を加え、平

款

成27年度には定員の

項

拡大や長期休業中の時

目

間拡大を図り、保護者

担

の多様なニ

ーズに応え

当

ているが、今後も利用

係

者の増加に伴う対応や

幼

保育の在り方について

稚

検討する必要がある。

園

課題

指標名称（単位）

係

実績値 目標値

２５年度

1

２６年度 ２７年度 ２８

0

年度 ３０年度

活動 定員
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1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　保護者が就

平

労していても幼稚園へ

成

通うことができる。ま

２

・法的業務
高い

た、病

８

気やけがなどの緊急時

年

に支援が必要な場合に

度

通いな
必要性 ・市民ニ

（

ーズ、社会需要 れたな

平

れた幼稚園に子どもを

成

預けることができる。

２

・市民生活上必要であ

７

る　など

　幼稚園と保

年

育園の連携強化の中で

度

の人事交流により、幼

評

・コストの節減、費用

価

対効果
高い

稚園におい

）

ての保育が充実する事

刈

や、今ある幼稚園の施

谷

設
効率性 ・執行体制の

市

効率性 で事業を行う事

事

から、効率よく事業が

務

実施できる。
・手段の

事

最適性　など

　幼稚園

業

と保育園の連携強化の

評

中で、公立幼稚園にお

価

いて
・市が主体となっ

シ

て実施する
高い

実施し

ー

ている事業のため市が

ト

主体となって行う必要

（

がある
妥当性 　べき事

様

業であるか 。
・総合計

式

画との整合性　など

　

２

緊急的に支援が必要に

）

なった時や、就労など

会

で子どもを

施策への ・

計

施策への貢献度
高い

預

名

ける必要が発生した場

担

合に、新たな保育サー

当

ビスを探さ
・目標達成

部

度 なくても幼稚園で対

次

応ができる。
貢献度 ・

世

市民サービスへの効果

代

　など

今後の方向性 ■

育

拡充　□現状維持　□

成

改善・効率化　□縮小

部

　□終期設定　□休止

一

・廃止

　保育の内容の

般

向上や預かり時間の延

会

長など、保護者ニーズ

計

にあった受け入れ対応

預

を行う。指導員の増員

か

をし、保護
者のニーズ

り

に対応していくよう努

保

める。

育実施

Ｃ
 

事

　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　

業

Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

担当課 子ども課

款 項 目 担当係 幼稚園係

10 4

-81-



童

施（2か所は10月で

育

4年生受入れ試行実施

成

（10月で4年生受入

係

れ試行実施（10月
開

3

始） 開始予定） 開始）

2

開始予定）

　放課後児

2

童クラブの活動を通じて児童の健全育成を図るとともに、保護者の子育てと仕事の両立を支援することができ

成果
た。

　また、対象学年の拡大に向け4か所の放課後児童クラブで4年生の受入れを試行実施した。

　平成27年4月の児童福祉法の改正において、対象児童がおおむね10歳未満の小学生から全ての小学生に拡大されたこと

に伴い、6年生までの受入が必須となりました。今後は、6年生までの受入体制を整えるとともに、開設時間の拡大も視野
課題

に入れた支援員の確保が必要である。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ３０年度

活動 放課後児童クラブ定員数 1,040 1,080 1,160 1,240 1,240
指標

 
指標  ―――――――

放課後児童クラブ小学校敷地内整備率
他市との 刈谷市：100％ 碧南市：87.50% 安城市：74.29% 西尾市：85.18% 知立市：57.14% 高浜市：14.29%
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 127,930 127,734 127,338 161,459 合計 127,337,9

Ｄ

51 円
賃金 115,

　

738,188 円

財

　

　
源

特定財源 86,8

　

01 102,207 1

Ｏ

00,501 118,

　

885 報償費 160,

　

000 円
旅費 55,

∧

300 円

一般財源 4

　

1,129 25,52

　

7 26,837 42,

実

574 需用費 5,67

　

8,662 円
役務費

　

2,379,907 

施

円

職員人件費　② 12

　

,624 12,671

　

20,761 22,0

∨

54 委託料 1,717,953 円
使用料及び賃借料

総事業費（①＋②） 140,554 140,405 148,099 183,513 1,601,341 円
公課費 6,600 円

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（
国）

２９年度以降の事業費見込 0 放課後児童健全育成事業費等
補助金（県）

平成２

Ｐ
　

８

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 福祉安全

基本施策 次

平

世代育成・子育て支援

成

施策体系
施策の内容 子

２

どもの居場所づくり

目

７

　
　
　
的

　保護者が労

年

働等により昼間家庭に

度

いない小

主
た
る
内
容

○

評

開設児童クラブ
学生の

価

児童に対し、放課後に

）

安心して過ごす 　市内

刈

15小学校区にそれぞ

谷

れ開設
ことができる居

市

場所を確保し、その健

事

全な育 ○対象児童
成を

務

図る。 　小学生
○開設

事

日
　日曜日、祝日及び

業

年末年始を除く毎日
○

評

利用時間
　下校時から

価

18時30分まで
　土

シ

曜日・長期休みは8時

ー

から18時30分まで

ト

○利用料金
　3,00

（

0円／月

位
置
づ
け

関連

様

計画 刈谷市子ども・子

式

育て支援事業計画

根拠

１

法令 児童福祉法、刈谷

）

市放課後児童健全育成

会

事業の設備及び運営に

計

関する基準を定める条

名

例

対象者 児童 事業期間

担

昭和５５年度 ～

実施方

当

法 ■直営　■委託　□

部

指定管理　□補助・助

次

成　□その他

世代育成部

一般会

Ｂ
　

計

事
　
業
　
実
　
績

２５年

放

度実績 ２６年度実績 ２

課

７年度実績 ２８年度計

後

画

15小学校区で実施

児

15小学校区で実施 1

童

5小学校区で実施 15

ク

小学校区で実施
（26

ラ

児童クラブ） （27児

ブ

童クラブ） （29児童

運

クラブ） （31児童ク

営

ラブ）
定　員：1,0

事

40人 定　員：1,0

業

80人 定　員：1,1

担

60人 定　員：1,2

当

40人
登録者：888

課

人(4月1日現在) 登

子

録者：1,024人(

育

4月1日現在)登録者

て

：1,106人(4月

支

1日現在)登録者：1

援

,218人(4月1日

課

現在)
※6か所の児童

款

クラブで4年生 ※8か

項

所の児童クラブで4年

目

生 ※12か所の放課後

担

児童クラブ ※15か所

当

の放課後児童クラブ
受

係

入れ試行実施（2か所

児

は10月受入れ試行実
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育成係

3 2 2

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　

平

放課後児童健全育成事

成

業（児童クラブ運営）

２

は、女性の
・法的業務

８

高い
社会参加や少子化

年

が進行する中、仕事と

度

子育ての両立支援
必要

（

性 ・市民ニーズ、社会

平

需要 や、児童の健全育

成

成対策として重要な役

２

割を担っており、
・市

７

民生活上必要である　

年

など 年々利用者が増え

度

ている。

　放課後児童

評

クラブの支援員、主に

価

教員または保育士の資

）

・コストの節減、費用

刈

対効果
高い

格を持つ臨

谷

時職員を中心に、小学

市

校の授業終了時間や利

事

用
効率性 ・執行体制の

務

効率性 人数に応じた勤

事

務体制をとり、効率的

業

な運営に努めている
・

評

手段の最適性　など 。

価

　
　児童福祉法に規定

シ

される事業であり、市

ー

町村の実情に応
・市が

ト

主体となって実施する

（

普通
じた事業実施及び

様

利用の促進が求められ

式

ている。
妥当性 　べき

２

事業であるか 　また、

）

総合計画にも子どもの

会

居場所づくりとして事

計

業推
・総合計画との整

名

合性　など 進が位置づ

担

けられている。

　就労

当

等により保護者が昼間

部

家庭にいない児童が、

次

授業終

施策への ・施策

世

への貢献度
高い

了後に

代

安心して、安全に過ご

育

すことのできる居場所

成

として
・目標達成度 運

部

営しており、就労支援

一

・子育て支援に貢献し

般

ている。
貢献度 ・市民

会

サービスへの効果　な

計

ど

今後の方向性 ■拡充

放

　□現状維持　□改善

課

・効率化　□縮小　□

後

終期設定　□休止・廃

児

止

　6年生までの拡大

童

について現状の状況を

ク

分析しつつ、受け入れ

ラ

体制を整えていく。
　

ブ

また、受入れ時間の拡

運

大についても要望があ

営

り、保護者の就労状況

事

等を調査するとともに

業

、支援員の雇用、勤務

担

体
制の調整、利用者負

当

担金の見直しとともに

課

検討していく。

子育て支

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 

援

　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評

課

　
価
　
∨

款 項 目 担当係 児童
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館

た。ラボ体験講座、簡

款

単工作コーナーを実施

項

した。

　来館者のニー

目

ズを捉えつつ、科学へ

担

の興味を高めるサイエ

当

ンスショー、ラボ体験

係

、工作コーナーを実施

3

していく。引き

続き同

2

志社大学と連携し加藤

4

与五郎実験教室を実施し、子どもたちにより深く科学への興味を持たせる。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ３０年度

活動 来館者数（人） ― ― 164,274 170,000 180,000
指標

 
指標  ―――――――

 
他市との  ―――――――
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 44,784 45,179 合計 44,784,231 円
報償費 54,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 2,702 2,780 需用費 17,240,867 円
役務費 257,322 円

一般財源 0 0 42,082 42,399 委託料 22,435,244 円
使用料及び賃借料

職員人件費　② 0 0 14,102 16,350 1,527,358 円
工事請負費 3,259,440 円

総事業費（①＋②） 0 0 58,886 61,529 負担金、補助及び
交付金 10,000 円

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 行政財産目的外使用料
児童館事業費寄付金

２９年度以降の事業費見込 0 実験ラボ参加費

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 福祉安全

基本

平

施策 次世代育成・子育

成

て支援
施策体系

施策の

２

内容 子どもの居場所づ

７

くり

目
　
　
　
的

　夢と

年

学びの科学体験館の適

度

切かつ効率的な

主
た
る

評

内
容

○夢と学びの科学

価

体験館の魅力を高めら

）

れる
運営を図るため、

刈

施設の維持及び安全管

谷

理を 様、知識経験人材

市

の豊富な業者を選択委

事

託を
行い、科学の楽し

務

さを体験できる機会を

事

創出 しサイエンスステ

業

ージを実施する。
する

評

。 ○館内施設機能を維

価

持していくために各種

シ

点
検や清掃、保守管理

ー

、警備委託等を実施し

ト

て
いく。
○寄付金収入

（

により館内プログラム

様

案内用の
デジタルサイ

式

ネージを設置する。

位

１

置
づ
け

関連計画 刈谷市

）

子ども・子育て支援事

会

業計画

根拠法令 児童福

計

祉法

対象者 市民 事業期

名

間 平成２７年度 ～

実施

担

方法 ■直営　■委託　

当

□指定管理　□補助・

部

助成　□その他

次世代育成部

一般

Ｂ

会

　
事
　
業
　
実
　
績

２５

計

年度実績 ２６年度実績

夢

２７年度実績 ２８年度

と

計画

　 　 ・サイエンス

学

ステージ企画運 ・サイ

び

エンスステージ企画運

の

　 　 営業務を委託実施

科

した。 営業務委託を実

学

施する。
　 　 ・加藤与

体

五郎実験教室を実施 ・

験

加藤与五郎実験教室を

館

実施
　 　 した。 する。

管

　　　―――――――

理

　　　―――――――

運

・ラボ体験講座、工作

営

コーナ ・ラボ体験講座

事

を実施する。
ーを実施

業

した。 ・工作コーナー

担

を実施する。
・案内用

当

デジタルサイネージ
を

課

設置した。
・館名表示

夢

看板を設置した。

　サ

と

イエンスステージ企画

学

運営業務を委託し実施

び

した。同志社大学に依

の

頼し加藤与五郎実験教

科

室を実施した。デジタ

学

ルサ

成果
イネージ、館

体

名表示看板を設置し来

験

館者への利便性を高め
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款

による休校日にも子ど

項

も達の居場所つくりと

目

しての価値
を高める。

担

教育機関、民間団体と

当

の連携により、より専

係

門性の高いプログラム

3

の提供を行い、科学へ

2

の興味、ものづ
くりへ

4

の興味をより多くの子どもたちに持ってもらえるよう務めていく。

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の

平

理由

　科学技術に関す

成

る知識を小中学生を中

２

心とする幅広い世
・法

８

的業務
普通

代の市民に

年

わかりやすく伝え、市

度

民と科学の架け橋とし

（

て
必要性 ・市民ニーズ

平

、社会需要 の役割を果

成

たしている。
・市民生

２

活上必要である　など

７

　寄付金収入による館

年

内案内用設備設置、民

度

間団体の協賛
・コスト

評

の節減、費用対効果
高

価

い
を得て大学との連携

）

により高度な科学的講

刈

座を開催する等
効率性

谷

・執行体制の効率性 、

市

より効率的に効果の高

事

い運営に努めている。

務

サイエンス
・手段の最

事

適性　など ショー等の

業

業務委託など専門性の

評

高い事業をより効率的

価

に
実施するように努め

シ

る。
　「ものづくりの

ー

まち刈谷」や理科教育

ト

を推進する刈谷を
・市

（

が主体となって実施す

様

る
高い

感じてもらえる

式

ようラボ体験、サイエ

２

ンスショーを通して
妥

）

当性 　べき事業である

会

か 科学の楽しさを体験

計

できる機会を創出する

名

ことにより、科
・総合

担

計画との整合性　など

当

学への興味を深めても

部

らうと共に刈谷への知

次

識も持っても
らえるよ

世

う努める。
　来館者に

代

ラボ体験、サイエンス

育

ショー、科学教室等適

成

切

施策への ・施策への

部

貢献度
高い

なサービス

一

を提供することにより

般

、科学に対する知識・

会

興
・目標達成度 味を持

計

ってもらい、「ものづ

夢

くりのまち刈谷」紹介

と

展示を
貢献度 ・市民サ

学

ービスへの効果　など

び

通して、広く知っても

の

らえるよう多くの来館

科

者を迎えるこ
とができ

学

る様に努める。

今後の

体

方向性 □拡充　■現状

験

維持　□改善・効率化

館

　□縮小　□終期設定

管

　□休止・廃止

　ラボ

理

体験、サイエンスショ

運

ー、工作コーナーなど

営

科学に興味を持っても

事

らえる情報の提供と体

業

験をとおして、「も
の

担

づくりのまち刈谷」、

当

理科教育を推進する刈

課

谷のイメージ作りを今

夢

後も図っていく。また

と

、施設の維持管理・運

学

営
については事業委託

び

など効率的な運営を行

の

いコストダウンに努め

科

る。来館者の多い休日

学

運営を今までどおり進

体

めてい
くと共に、平日

験

の運営を見直すにより

館

、学校行事の振替休日

-85-



3

61 88,000 91

2

,000
指標

 
指標  

4

―――――――
　同様の運営を行っている館が少なく、刈谷市と同程度の市において他科学体験において特別企画展も見当

他市との たらず、独自の企画であると思われる。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 6,973 22,565 合計 6,973,459 円
需用費 301,579 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 6,671,880 円

一般財源 0 0 6,973 22,565

職員人件費　② 0 0 8,226 11,027

総事業費（①＋②） 0 0 15,199 33,592

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0  
 ―――――――

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

８

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 福祉安

（

全

基本施策 次世代育成

平

・子育て支援
施策体系

成

施策の内容 子どもの居

２

場所づくり

目
　
　
　
的

７

　夢と学びの科学体験

年

館の知名度の向上及び

度

主
た
る
内
容

　夢と学び

評

の科学体験館において

価

、学校等長
上質な市民

）

サービス・健全な児童

刈

育成の場の 期休業中に

谷

、それぞれ特別企画と

市

して展示等
提供をより

事

広げることを目的とす

務

る。 関連企画イベント

事

、プラネタリウム連動

業

番組
投映を催す。

位
置

評

づ
け

関連計画 刈谷市子

価

ども・子育て支援事業

シ

計画

根拠法令 児童福祉

ー

法

対象者 市民 事業期間

ト

平成２７年度 ～

実施方

（

法 ■直営　■委託　□

様

指定管理　□補助・助

式

成　□その他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　

次

事
　
業
　
実
　
績

２５年

世

度実績 ２６年度実績 ２

代

７年度実績 ２８年度計

育

画

　 　 冬休み企画、く

成

るりんぱ展 夏休み企画

部

、どうぶつワンダ
　 　

一

プラネタリウム「くる

般

りんぱaーランド
　 　

会

tプラネタリウム」 プ

計

ラネタリウム「タイニ

特

ージ
　 　 春休み企画、

別

つながる ャイアント」

企

　　　―――――――

画

　　　―――――――

展

プラネタリウム「スタ

開

ーリー 冬休み企画展、

催

テールズ」 プラネタリ

事

ウム
春休み企画展、
プ

業

ラネタリウム

　学校等

担

の冬、春の長期休業時

当

に合わせて、企画展及

課

びそれに連動したプラ

夢

ネタリウム番組を投映

と

することにより多くの

学

成果
来館者を迎えるこ

び

とができた。

　開催時

の

期により来館者数のば

科

らつきが見られること

学

から、費用対効果を精

体

査し、企画等提供業者

験

選択をしっかり行い効

館

率的に事業が進められ

款

るようにする。
課題

指

項

標名称（単位）
実績値

目

目標値

２５年度 ２６年

担

度 ２７年度 ２８年度 ３

当

０年度

活動 期間中来館

係

者（人） ― ― 36,2
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2 4

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　学校の長

平

期休暇にあわせ特別展

成

示を行うことにより、

２

子
・法的業務

高い
ども

８

たちの科学への興味を

年

高めることができ、休

度

暇中に行
必要性 ・市民

（

ニーズ、社会需要 うこ

平

とにより家族みんなで

成

出かけることもできる

２

ため、家
・市民生活上

７

必要である　など 族み

年

んなで過ごす時間を創

度

出することもできる。

評

　時期を限定して行う

価

ことにより、より興味

）

を高めること
・コスト

刈

の節減、費用対効果
普

谷

通
ができ、短期間に多

市

くの動員を図ることが

事

できる。
効率性 ・執行

務

体制の効率性 ただし、

事

すべての時期が同様に

業

集客を図れるわけでは

評

ない
・手段の最適性　

価

など ため効率性を考え

シ

る必要もある。

　理科

ー

教育、科学への興味を

ト

子どものころから持た

（

せるこ
・市が主体とな

様

って実施する
高い

とに

式

より、教育効果を高め

２

ると共に、特別企画展

）

開催によ
妥当性 　べき

会

事業であるか り普段と

計

違うものづくりや科学

名

への興味を持たせるこ

担

とが
・総合計画との整

当

合性　など できる。

　

部

長期休暇中の子どもた

次

ちの居場所として家族

世

ぐるみでも

施策への ・

代

施策への貢献度
普通

過

育

ごせる場の提供をおこ

成

ない、新たな来館者の

部

きっかけ作
・目標達成

一

度 りや再来館へつなげ

般

、集客につなげられる

会

と共に多彩な科
貢献度

計

・市民サービスへの効

特

果　など 学的情報の提

別

供等を行う。

今後の方

企

向性 ■拡充　□現状維

画

持　□改善・効率化　

展

□縮小　□終期設定　

開

□休止・廃止

　学校の

催

長期休暇中の子どもた

事

ちの居場所つくりとし

業

ての価値を高めるとと

担

もに、教育機関、民間

当

との連携により、
より

課

専門性の高いプログラ

夢

ムの提供を行い、科学

と

への興味、ものづくり

学

への興味をより多くの

び

子どもたちに高めても

の

らえるよう務めていく

科

。

学体験

Ｃ

　
Ｈ

館

　
Ｅ

　
Ｃ

　
Ｋ

款

　
∧
　
評
　
価
　
∨

項 目 担当係

3
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5

70人

・体験活動や地

5

域住民との交流を通して、子どもの社会性を育む機会を提供することができた。

成果
・学年、学級を超えた集団遊び等を通して、子ども同士の関わり方を学ぶことができた。

・学校生活に慣れない子どもたちにも、学校に来る楽しみや元気を与えることができた。

・教室のスペースに限りがあるため、登録者の受入れを工夫する必要がある。

・登録児童の自由参加としているため、実際の参加児童数の把握が困難であり、またスタッフの配置数について過不足が
課題

生じる。

・放課後子ども教室の開設に伴い、コーディネーター等多数の地域の人材が必要となる。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ３０年度

活動 開設校数（校） 7 10 13 14 15
指標
成果 登録児童数（人） 658 910 1,204 1,270 1,310
指標

開設状況
他市との 知立市：7校中7校、週5日、安城市：21校中3校、週1日、碧南市：7校中1校、週3日、各市とも小学校の空き
比較検証 教室で開設。高浜市：5校中5校、週5日小学校のグランドで開設（雨天時は体育館）

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費

Ｄ

内訳

事業費　① 13,

　

289 16,472 2

　

0,251 24,93

　

6 合計 20,250,

Ｏ

942 円
賃金 3,2

　

94,750 円

財
　

　

源

特定財源 7,893

∧

9,087 11,39

　

3 13,898 報償費

　

14,657,580

実

 円
需用費 528,3

　

33 円

一般財源 5,

　

396 7,385 8,

施

858 11,038 役

　

務費 479,361 

　

円
備品購入費 1,29

∨

0,918 円

職員人件費　② 4,699 4,928 4,701 4,715

総事業費（①＋②） 17,988 21,400 24,952 29,651

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 愛知県放課後子ども教室推進
事業費補助金

２９年度以降の事業費見込 0

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

８

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 教育文化

（

基本施策 青少年育成
施

平

策体系
施策の内容 青少

成

年の自立支援と社会参

２

加の促進

目
　
　
　
的

　

７

学校、家庭、地域が連

年

携して放課後の子ど

主

度

た
る
内
容

　地域の方々

評

の参画を得て、遊びや

価

学習、体
もの安全・安

）

心な居場所を設け、子

刈

どもたち 験活動、地域

谷

住民との交流などの取

市

組みを行
が地域社会の

事

中で、心豊かで健やか

務

に育まれ う放課後子ど

事

も教室を開設する。
る

業

環境づくりを推進する

評

。 ※平成２８年度より

価

事業名を「放課後子ど

シ

も
教室推進事業」に変

ー

更

位
置
づ
け

関連計画 子

ト

ども・子育て育成支援

（

事業計画、刈谷市生涯

様

学習推進計画

根拠法令

式

放課後子ども総合プラ

１

ン推進事業実施要綱、

）

刈谷市放課後子ども教

会

室事業実施要綱

対象者

計

各小学校に在籍する児

名

童 事業期間 平成２０年

担

度 ～

実施方法 ■直営　

当

□委託　□指定管理　

部

□補助・助成　□その

教

他

育部

一般会計
放課

Ｂ
　
事
　
業
　
実

後

　
績

２５年度実績 ２６

子

年度実績 ２７年度実績

ど

２８年度計画

【開催校

も

・登録児童数】 【開催

プ

校・登録児童数】 【既

ラ

設校】 【既設校】
開催

ン

校7校 開催校10校 小

事

高原、富士松北、小垣

業

江、 小高原、富士松北

担

、小垣江、
小高原、富

当

士松北、小垣江、 小高

課

原、富士松北、小垣江

生

、 朝日、衣浦、日高、

涯

富士松東､朝日、衣浦

学

、日高、富士松東､
朝

習

日、衣浦、日高、富士

課

松東 朝日、衣浦、日高

款

、富士松東､亀城、富

項

士松南、双葉 亀城、富

目

士松南、双葉、
合　計

担

　658人 亀城、富士

当

松南、双葉　　　 【

係

新設校】 住吉、東刈谷

青

、平成
合　計　　91

少

0人　　 住吉、東刈谷

年

、平成 【新設校】
合　

係

計　　1,204人 か

1

りがね
【登録見込児童

0

数】
合　計　　1,2
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5

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　児童が心豊

平

かで健やかに育まれる

成

環境整備推進のため、

２

・法的業務
高い

遊び、

８

学び、体験、地域の方

年

々と交流する場として

度

、放課
必要性 ・市民ニ

（

ーズ、社会需要 後の安

平

全・安心な居場所づく

成

りは必要である。
・市

２

民生活上必要である　

７

など

　既存の学校施設

年

を利用すること、また

度

、地域の方々をス
・コ

評

ストの節減、費用対効

価

果
普通

タッフとして活

）

用することにより、効

刈

率的な事業の推進を
効

谷

率性 ・執行体制の効率

市

性 図ることができる。

事

・手段の最適性　など

務

　本事業を実施するに

事

あたっては学校関係者

業

との連携、協
・市が主

評

体となって実施する
普

価

通
力は必要であり、行

シ

政が主体となって積極

ー

的に関与するこ
妥当性

ト

　べき事業であるか と

（

が妥当である。
・総合

様

計画との整合性　など

式

　本事業に参加するこ

２

とにより、児童は日常

）

的に交流する

施策への

会

・施策への貢献度
高い

計

ことが少ない異年齢の

名

子どもたちや地域の方

担

々と接する機
・目標達

当

成度 会ができ、本施策

部

の青少年育成に寄与し

教

ている。
貢献度 ・市民

育

サービスへの効果　な

部

ど

今後の方向性 ■拡充

一

　□現状維持　□改善

般

・効率化　□縮小　□

会

終期設定　□休止・廃

計

止

　現在、敷地内工事

放

中の1校を残し、28

課

年度中に市内14校で

後

開設完了となる見込み

子

である。放課後児童ク

ど

ラブとの総合
プランに

も

おいては、一体型の開

プ

催等の検討事項を勘案

ラ

し、事業の推進を図る

ン

。

事業
担

Ｃ

　
Ｈ

当

　
Ｅ

　
Ｃ

　
Ｋ

課

　
∧
　
評
　
価
　
∨

生涯学習課

款 項 目 担当係 青少年係

10 5
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